
 1  

 

基板保持装置、基板吸着判定方法、基板研磨装置、基板研磨方法、研磨される

ウェーハの上面から液体を除去する方法、およびウェーハを研磨パッドに押し付ける

ための弾性膜、基板リリース方法および定量気体供給装置 

 

CROSS REFERENCE TO RELATED APPLICATIONS 

 【０００１】 

 This application claims the benefit of Japanese Priority Patent

 Application JP 2018-147661 filed on August 6, 2018, JP 2019-032512 fil

ed on February 26, 2019, and JP 2019-110491 filed on June 13, 2019, the

 entire contents of which are incorporated herein by reference. 

 

FIELD 

 【０００２】 

 本発明は、基板保持装置、基板吸着判定方法、基板研磨装置、基板研磨方法、

研磨されるウェーハの上面から液体を除去する方法、およびウェーハを研磨パッドに

押し付けるための弾性膜、基板リリース方法および定量気体供給装置に関する。 

 

BACKGROUND 

 【０００３】 

 基板研磨装置（例えば、特許第３７０５６７０号（特許文献１））では、基

板搬送装置からトップリング（基板保持装置）に基板を受け渡し、トップリン

グが基板を保持した状態で基板の研磨が行われる。トップリングは、トップリ

ング本体（ベースプレート）の下方にメンブレンが設けられ、メンブレンの下

面が基板を吸着する構造となっている。 

 【０００４】 

 より優れた基板保持装置、基板吸着判定方法、基板研磨装置、基板研磨方法、

研磨されるウェーハの上面から液体を除去する方法、およびウェーハを研磨パッドに

押し付けるための弾性膜、基板リリース方法および定量気体供給装置を提供する。 

 

SUMMARY 

 【０００５】 

 基板を吸着可能な面を有する弾性膜を取り付け可能なトップリング本体であ

って、前記弾性膜が取り付けられると、前記弾性膜と前記トップリング本体と

の間に複数のエリアが形成される、トップリング本体と、前記複数のエリアの

うちの第１エリアに連通する第１ラインと、前記複数のエリアのうち前記第１

エリアとは異なる第２エリアに連通する第２ラインと、前記第１ラインを介し

て流体を送り込むことにより前記第１エリアを加圧することが可能であり、前

記第２ラインを介して前記第２エリアを負圧にすることが可能である圧力調整

手段と、前記第１エリアに送り込まれた流体の体積、または、前記第１エリア

の圧力に対応する測定値に基づいて、前記弾性膜に前記基板が吸着されている

か否かの判定を行う判定部と、を備え、前記判定が行われる際、前記第１エリ

アからの排気は行われない、基板保持装置が提供される。 
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 【０００６】 

  弾性膜によって形成された中心側圧力室と外側圧力室を有する研磨ヘッドを用いて

ウェーハを研磨する方法であって、   前記弾性膜の中央部を前記ウェーハの上面の

中央部に接触させ、その後、前記弾性膜の外周部を前記ウェーハの上面の外周部に

接触させることで、前記ウェーハの上面から液体を除去し、前記弾性膜で前記ウェー

ハの下面を研磨面に押し付けて、前記ウェーハの下面を研磨する方法が提供される。 

 【０００７】  

 トップリング本体と、前記トップリング本体と対向する第１面と、前記第１

面の反対側の面であって基板を吸着保持することが可能な第２面と、を有する

弾性膜と、前記トップリング本体と前記弾性膜の第１面との間の空間に連通す

る第１ラインに設けられた第１バルブを介して前記空間を加圧および減圧する

ことが可能な圧力調整装置と、前記第１ラインに設けられた第２バルブを介し

て前記空間に一定量の気体を供給することが可能な定量気体供給装置と、を備

える基板研磨装置が提供される。 

 

BRIEF DESCRIPTION OF DRAWINGS 

 【０００８】 

  【図１】基板研磨装置を含む基板処理装置の概略上面図。 

  【図２】基板研磨装置３００の概略斜視図。 

  【図３】基板研磨装置３００の概略断面図。 

  【図４Ａ】搬送機構６００ｂからトップリング１への基板受け渡しを詳し

く説明する図。 

  【図４Ｂ】搬送機構６００ｂからトップリング１への基板受け渡しを詳し

く説明する図。 

  【図４Ｃ】搬送機構６００ｂからトップリング１への基板受け渡しを詳し

く説明する図。 

  【図５】搬送機構６００ｂからトップリング１への基板受け渡しを詳しく

説明する図。 

  【図６】トップリング１および圧力制御装置７の構造を模式的に示す図。 

  【図７】第１の実施形態に係る圧力判定を説明する図。 

  【図８Ａ】基板吸着に成功した場合を示す図。 

  【図８Ｂ】基板吸着に失敗した場合を示す図。 

  【図９】第１の実施形態における基板吸着判定の手順の一例を示すフロー

チャート。 

  【図１０】第２の実施形態に係る圧力判定を説明する図。 

  【図１１Ａ】基板吸着に成功した場合を示す図。 

  【図１１Ｂ】基板吸着に失敗した場合を示す図。 

  【図１２】第２の実施形態における基板吸着判定の手順の一例を示すフロ

ーチャート。 

  【図１３】図１０の変形例を説明する図。 

  【図１４】第３の実施形態に係る圧力判定を説明する図。 

  【図１５Ａ】基板吸着に成功した場合を示す図。 
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  【図１５Ｂ】基板吸着に失敗した場合を示す図。 

  【図１６】第３の実施形態における基板吸着判定の手順の一例を示すフロ

ーチャート。 

  【図１７】第４の実施形態に係る圧力判定を説明する図。 

  【図１８】待機時すなわち基板吸着判定前の圧力制御装置７を示す図。 

  【図１９Ａ】基板吸着に成功した場合を示す図。 

  【図１９Ｂ】基板吸着に失敗した場合を示す図。 

  【図２０】研磨時の様子を示す図。 

  【図２１】第４の実施形態における基板吸着判定の手順の一例を示すフロ

ーチャート。 

  【図２２】図１７の変形例を説明する図。 

  【図２３Ａ】積算流量計を用いた圧力判定を説明する図。 

  【図２３Ｂ】基板吸着に成功した場合を示す図。 

  【図２３Ｃ】基板吸着に失敗した場合を示す図。 

  【図２４】研磨装置の一実施形態を示す模式図である。  

  【図２５】研磨ヘッドを示す断面図である。  

  【図２６】図２４に示す研磨ヘッドにウェーハを搬送する搬送装置の上面図であ

る。  

  【図２７】ウェーハの上面から液体を除去するときの研磨ヘッドを示す模式図で

ある。  

  【図２８】研磨ヘッドの弾性膜がウェーハの上面に存在している液体を外側に押

し出す様子を示す模式図である。  

  【図２９】研磨ヘッドの弾性膜がウェーハの上面に存在している液体を外側にさ

らに押し出す様子を示す模式図である。  

  【図３０】圧力レギュレータに代えて、エアシリンダと錘との組み合わせを使用し

て弾性膜の中央部を膨らます実施形態を説明する図である。  

  【図３１】弾性膜の他の実施形態を示す模式図である。  

  【図３２】弾性膜のさらに他の実施形態を示す模式図である。  

  【図３３】ウェーハの上面から液体を除去する方法の他の実施形態を説明する

図である。  

  【図３４】図３３に示す実施形態をさらに説明する図である。  

  【図３５】図３３に示す実施形態をさらに説明する図である。  

  【図３６】図３３に示す実施形態をさらに説明する図である。  

  【図３７】ウェーハの上面から液体を除去する方法のさらに他の実施形態を説明

する図である。 

  【図３８】図３７に示す実施形態をさらに説明する図である。  

  【図３９】図３７に示す実施形態をさらに説明する図である。  

  【図４０】ウェーハの上面から液体を除去する方法のさらに他の実施形態を説明

する図である。  

  【図４１】図４０に示す実施形態をさらに説明する図である。  

  【図４２】ウェーハの上面から液体を除去する方法のさらに他の実施形態を説明

する図である。  



 4  

 

  【図４３】図４２に示す実施形態をさらに説明する図である。  

  【図４４】ウェーハの上面から液体を除去することができる弾性膜の一実施形態

を示す断面図である。  

  【図４５】図４４に示す弾性膜がウェーハの上面から液体を除去している様子を

示す模式図である。  

  【図４６】ウェーハの上面から液体を除去することができる弾性膜の他の実施形

態を示す断面図である。  

  【図４７】図４６に示す弾性膜がウェーハの上面から液体を除去している様子を

示す模式図である。  

  【図４８】ウェーハの上面から液体を除去することができる弾性膜のさらに他の

実施形態を示す断面図である。  

  【図４９】図４８に示す弾性膜の底面図である。  

  【図５０】図４８に示す弾性膜がウェーハの上面から液体を除去している様子を

示す模式図である。  

  【図５１】研磨ヘッドを模式的に示す断面図である。  

  【図５２】研磨ヘッドが洗浄されている様子を説明する図である。  

  【図５３】ウェーハの上面と研磨ヘッドの弾性膜との間に存在する液体に起因す

る 

  【図５４】基板研磨装置を含む基板処理装置の概略上面図。 

  【図５５】基板研磨装置３００の概略斜視図。 

  【図５６】トップリング１周辺部の概略断面図。 

  【図５７Ａ】搬送機構６００ｂからトップリング１への基板受け渡しを詳

しく説明する図。 

  【図５７Ｂ】搬送機構６００ｂからトップリング１への基板受け渡しを詳

しく説明する図。 

  【図５７Ｃ】搬送機構６００ｂからトップリング１への基板受け渡しを詳

しく説明する図。 

  【図５８】搬送機構６００ｂからトップリング１への基板受け渡しを詳し

く説明する図。 

  【図５９Ａ】トップリング１から搬送機構６００ｂへの基板受け渡しを詳

しく説明する図。 

  【図５９Ｂ】トップリング１から搬送機構６００ｂへの基板受け渡しを詳

しく説明する図。 

  【図５９Ｃ】トップリング１から搬送機構６００ｂへの基板受け渡しを詳

しく説明する図。 

  【図６０】トップリング１から搬送機構６００ｂへの基板受け渡しを詳し

く説明する図。 

  【図６１】第７の実施形態に係る定量気体供給装置１６を含む基板研磨装

置３００の概略構成を示す図。 

  【図６２】搬送機構６００ｂからトップリング１への基板受け渡しの際の

基板研磨装置３００の動作状態を模式的に示す図。 

  【図６３】基板研磨時の基板研磨装置３００の動作状態を模式的に示す図。 
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  【図６４】基板リリース時の基板研磨装置３００の動作状態を模式的に示

す図。 

  【図６５】第８の実施形態に係る定量気体供給装置１６を含む基板研磨装

置３００の概略構成を示す図。 

  【図６６】搬送機構６００ｂからトップリング１への基板受け渡しの際の

基板研磨装置３００の動作状態を模式的に示す図。 

  【図６７】基板研磨時の基板研磨装置３００の動作状態を模式的に示す図。 

  【図６８】基板リリース時の基板研磨装置３００の動作状態を模式的に示

す図。 

 

DETAILED DESCRIPTION OF NON-LIMITING EXAMPLE EMBODIMENTS 

 【０００９】 

（第１～４の実施形態） 

 特許文献１には、メンブレンに基板が吸着されたか否かを判定する基板吸着

判定方法が開示されている。この方法では、メンブレンに上向きの凸部が設け

られる。そして、基板が吸着されないときには、トップリング本体の下面とメ

ンブレンの凸部と間の隙間があり、基板が吸着されると、基板がメンブレンを

上方に押圧することによってメンブレンの凸部がトップリング本体の下面に接

触して隙間がなくなることを利用している。 

 【００１０】 

 しかしながら、メンブレンの表面や基板自体が濡れていることがある。この

ように、メンブレンや基板が濡れている場合、基板が吸着されても基板がメン

ブレンを押圧する力が分散され、メンブレンの凸部がトップリング本体の下面

に十分に接触しないことがある。そうすると、基板が吸着されているのに、吸

着されていないとの誤判定が発生するおそれがある。 

 【００１１】 

 そこで、メンブレンの凸部とトップリングとの間の隙間を予め狭くしておく

ことも考えられる。しかしながら、そのようにすると、メンブレンが基板を吸

着した状態で研磨を行う際に、基板における凸部対応する部分のみ研磨レート

が高くなり、均一な研磨が困難になるという問題がある。 

 【００１２】 

 第１～第４の実施形態はこのような問題点に鑑みてなされたものであり、第

１～第４の実施形態の課題は、より精度良く基板が吸着したことを判定できる

基板保持装置およびそのような基板保持装置を備える基板研磨装置を提供する

こと、また、より精度良く基板が吸着したことを判定できる基板吸着判定方法、

および、そのような基板吸着判定方法を利用した基板研磨方法を提供すること

である。 

 【００１３】 

 第１～第４の実施形態によれば、以下の態様が提供される。 

 本態様によれば、基板を吸着可能な面を有する弾性膜を取り付け可能なトッ

プリング本体であって、前記弾性膜が取り付けられると、前記弾性膜と前記ト

ップリング本体との間に複数のエリアが形成される、トップリング本体と、前
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記複数のエリアのうちの第１エリアに連通する第１ラインと、前記複数のエリ

アのうち前記第１エリアとは異なる第２エリアに連通する第２ラインと、前記

第１ラインを介して流体を送り込むことにより前記第１エリアを加圧すること

が可能であり、前記第２ラインを介して前記第２エリアを負圧にすることが可

能である圧力調整手段と、前記第１エリアに送り込まれた流体の体積、または、

前記第１エリアの圧力に対応する測定値に基づいて、前記弾性膜に前記基板が

吸着されているか否かの判定を行う判定部と、を備え、前記判定が行われる際、

前記第１エリアからの排気は行われない、基板保持装置が提供される。 

 【００１４】 

 前記判定部は、前記弾性膜に基板が吸着されていない場合に比べて、前記基

板が吸着されている場合、前記第１エリアに送り込まれる流体の体積が小さい

こと、あるいは、前記第１エリアの圧力が高いことを利用して、判定を行って

もよい。 

 【００１５】 

 前記圧力調整手段は、前記第１ラインを介して前記第１エリアに流体を送り

込む加圧機構を有し、前記判定部は、前記第１エリアに流体を送り込む際に移

動する前記加圧機構の一部分を、前記第１エリアに送り込まれた流体の体積に

対応する測定値として検知する位置センサを有してもよい。 

 【００１６】 

 前記判定部は、前記第１エリアの圧力を測定する圧力計を有してもよい。 

 【００１７】 

 前記圧力調整手段は、前記第１ラインを介して前記第１エリアに流体を送り

込む加圧機構を有し、前記判定部は、前記第１エリアに流体を送り込む際に移

動する前記加圧機構の一部分を、前記第１エリアに送り込まれた流体の体積に

対応する測定値として検知する位置センサと、前記第１エリアの圧力を測定す

る圧力計と、を有してもよい。 

 【００１８】 

 前記判定部は、前記位置センサによる検知結果に基づいて、前記弾性膜に前

記基板が吸着されていないことを判定し、前記圧力計による測定結果に基づい

て、前記弾性膜に前記基板が吸着されていることを判定してもよい。 

 【００１９】 

 前記加圧機構は、シリンダと、前記シリンダのピストンに連結された錘本体

と、を有し、重力により前記錘本体が下方に移動することによって前記第１エ

リアに流体を送り込んでもよい。 

 【００２０】 

 前記ピストンは、前記シリンダの内面と接して上下動可能であり、前記シリ

ンダの内部は、前記ピストンによって、下部空間と上部空間とに分割され、前

記シリンダには、前記下部空間に設けられ、前記第１ラインと接続される第１

開口と、前記下部空間に設けられた第２開口と、前記上部空間に設けられ、前

記錘本体と前記ピストンとを連結するピストンロッドが貫通する第３開口と、

前記上部空間に設けられた第４開口と、が設けられてもよい。 

 【００２１】 
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 前記判定が行われる際、前記第２開口は閉止され、前記第４開口は開放され、

前記判定が行われた後、前記第２開口は開放され、前記第４開口から前記上部

空間を吸引することで、前記錘を上昇させてもよい。 

 【００２２】 

 前記第１ラインは、前記シリンダの前記第１開口、および、前記弾性膜に吸

着された前記基板を研磨する際に前記第１エリアを加圧する研磨圧力制御部に

接続され、前記第１ラインを介して、前記第１エリアを前記加圧機構の前記第

１開口と連通させるか、前記研磨圧力制御部とを連通させるか、を切り替える

切替手段が設けられてもよい。 

 【００２３】 

 別の態様によれば、上記の基板保持装置と、前記基板保持装置に保持された

前記基板を研磨するように構成された研磨テーブルと、を備える基板研磨装置

が提供される。 

 【００２４】 

 別の態様によれば、基板保持装置におけるトップリング本体と弾性膜との間

に形成された第２エリアを負圧にしつつ、前記トップリング本体と前記弾性膜

との間に形成された、前記第２エリアとは異なる第１エリアに流体を送り込む

ことによって前記第１エリアを加圧し、前記第１エリアに送り込まれた流体の

体積、または、前記第１エリアの圧力に対応する測定値に基づいて、前記弾性

膜に前記基板が吸着されたか否かの判定を行い、前記判定が行われる際、前記

第１エリアから排気は行われない、基板保持装置における基板吸着判定方法が

提供される。 

 【００２５】 

 別の態様によれば、搬送機構に保持された基板を基板保持装置に吸着させる

工程と、上記の基板吸着判定方法により、前記基板保持装置の弾性膜に前記基

板が吸着されたか否かの判定を行う工程と、前記基板が吸着されたと判定され

た場合に、前記基板を研磨する工程と、を備える基板研磨方法が提供される。 

 【００２６】 

 以下、図面を参照しながら具体的に説明する。 

 【００２７】 

 （第１の実施形態） 

 図１は、基板研磨装置を含む基板処理装置の概略上面図である。本基板処理

装置は、直径３００ｍｍあるいは４５０ｍｍの半導体ウエハ、フラットパネル、

ＣＭＯＳ（Complementary Metal Oxide Semiconductor）やＣＣＤ（Charge Co

upled Device）などのイメージセンサ、ＭＲＡＭ（Magnetoresistive Random 

Access Memory）における磁性膜の製造工 

程などにおいて、種々の基板を処理するものである。 

 【００２８】 

 基板処理装置は、略矩形状のハウジング１００と、多数の基板をストックす

る基板カセットが載置されるロードポート２００と、１または複数（図１に示

す態様では４つ）の基板研磨装置３００と、１または複数（図１に示す態様で

は２つ）の基板洗浄装置４００と、基板乾燥装置５００と、搬送機構６００ａ
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～６００ｄと、制御部７００とを備えている。 

 【００２９】 

 ロードポート２００は、ハウジング１００に隣接して配置されている。ロー

ドポート２００には、オープンカセット、ＳＭＩＦ（Standard Mechanical In

terface）ポッド、又はＦＯＵＰ（Front Opening Unified Pod）を搭載するこ

とができる。ＳＭＩＦポッド、ＦＯＵＰは、内部に基板カセットを収納し、隔

壁で覆うことにより、外部空間とは独立した環境を保つことができる密閉容器

である。 

 【００３０】 

 基板を研磨する基板研磨装置３００、研磨後の基板を洗浄する基板洗浄装置

４００、洗浄後の基板を乾燥させる基板乾燥装置５００は、ハウジング１００

内に収容されている。基板研磨装置３００は、基板処理装置の長手方向に沿っ

て配列され、基板洗浄装置４００および基板乾燥装置５００も基板処理装置の

長手方向に沿って配列されている。 

 【００３１】 

 ロードポート２００、ロードポート２００側に位置する基板研磨装置３００

および基板乾燥装置５００に囲まれた領域には、搬送機構６００ａが配置され

ている。また、基板研磨装置３００ならびに基板洗浄装置４００および基板乾

燥装置５００と平行に、搬送機構６００ｂが配置されている。 

 【００３２】 

 搬送機構６００ａは、研磨前の基板をロードポート２００から受け取って搬

送機構６００ｂに受け渡したり、乾燥後の基板を基板乾燥装置５００から受け

取ったりする。 

 【００３３】 

 搬送機構６００ｂは、例えばリニアトランスポータであり、搬送機構６００

ａから受け取った研磨前の基板を基板研磨装置３００に受け渡す。後述するよ

うに、基板研磨装置３００におけるトップリング（不図示）は真空吸着により

搬送機構６００ｂから基板を受け取る。また、基板研磨装置３００は研磨後の

基板を搬送機構６００ｂにリリースし、その基板は基板洗浄装置４００に受け

渡される。 

 【００３４】 

 さらに、２つの基板洗浄装置４００間に、これら基板洗浄装置４００間で基

板の受け渡しを行う搬送機構６００ｃが配置されている。また、基板洗浄装置

４００と基板乾燥装置５００との間に、これら基板洗浄装置４００と基板乾燥

装置５００間で基板の受け渡しを行う搬送機構６００ｄが配置されている。 

 【００３５】 

 制御部７００は基板処理装置の各機器の動きを制御するものであり、ハウジ

ング１００の内部に配置されてもよいし、ハウジング１００の外部に配置され

てもよいし、基板研磨装置３００、基板洗浄装置４００および基板乾燥装置５

００のそれぞれに設けられてもよい。 

 【００３６】 

 図２および図３は、それぞれ基板研磨装置３００の概略斜視図および概略断
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面図である。基板研磨装置３００は、トップリング１と、下部にトップリング

１が連結されたトップリングシャフト２と、研磨パッド３ａを有する研磨テー

ブル３と、研磨液を研磨テーブル３上に供給するノズル４と、トップリングヘ

ッド５と、支持軸６とを有する。 

 【００３７】 

 トップリング１は基板Ｗを保持するものであり、図３に示すように、トップ

リング本体１１（キャリアあるいはベースプレートともいう）、円環状のリテ

ーナリング１２、トップリング本体１１の下方かつリテーナリング１２の内側

に取り付け可能な可撓性のメンブレン１３（弾性膜）、トップリング本体１１

とリテーナリング１２との間に設けられたエアバッグ１４、圧力制御装置７な

どから構成される。 

 【００３８】 

 リテーナリング１２はトップリング本体１１の外周部に設けられる。保持さ

れた基板Ｗの周縁はリテーナリング１２に囲まれることとなり、研磨中に基板

Ｗがトップリング１から飛び出さないようになっている。なお、リテーナリン

グ１２は１つの部材であってもよいし、内側リングおよびその外側に設けられ

た外側リングからなる２重リング構成であってもよい。後者の場合、外側リン

グをトップリング本体１１に固定し、内側リングとトップリング本体１１との

間にエアバッグ１４を設けてもよい。 

 【００３９】 

 メンブレン１３はトップリング本体１１と対向して設けられる。そして、メ

ンブレン１３の上面はトップリング本体１１との間に複数の同心円状のエリア

を形成する。１または複数のエリアを負圧にすることで、メンブレン１３の下

面が基板Ｗの上面を保持できる。 

 【００４０】 

 エアバッグ１４はトップリング本体１１とリテーナリング１２との間に設け

られる。エアバッグ１４により、リテーナリング１２はトップリング本体１１

に対して鉛直方向に相対移動できる。 

 【００４１】 

 圧力制御装置７は、トップリング本体１１とメンブレン１３との間に流体を

供給したり、真空引きしたり、大気開放したりして、トップリング本体１１と

メンブレン１３との間に形成される各エリアの圧力を個別に調整する。また、

圧力制御装置７は基板Ｗがメンブレン１３に吸着されたか否かを判定する。圧

力制御装置７の構成については、後に詳しく説明する。 

 【００４２】 

 図２において、トップリングシャフト２の下端はトップリング１の上面中央

に連結されている。不図示の昇降機構がトップリングシャフト２を昇降させる

ことで、トップリング１に保持された基板Ｗの下面が研磨パッド３ａに接触し

たり離れたりする。また、不図示のモータがトップリングシャフト２を回転さ

せることでトップリング１が回転し、これによって保持された基板Ｗも回転す

る。 

 【００４３】 
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 研磨テーブル３の上面には研磨パッド３ａが設けられる。研磨テーブル３の

下面は回転軸に接続されており、研磨テーブル３は回転可能となっている。研

磨液がノズル４から供給され、研磨パッド３ａに基板Ｗの下面が接触した状態

で基板Ｗおよび研磨テーブル３が回転することで、基板Ｗが研磨される。 

 【００４４】 

 図３のトップリングヘッド５は、一端にトップリングシャフト２が連結され、

他端に支持軸６が連結される。不図示のモータが支持軸６を回転させることで

トップリングヘッド５が揺動し、トップリング１が研磨パッド３ａ上と、基板

受け渡し位置（不図示）との間を行き来する。 

 【００４５】 

 続いて、図１の搬送機構６００ｂから図２および図３のトップリング１に基

板を受け渡す際の動作を説明する。 

 【００４６】 

 図４Ａ～図４Ｃおよび図５は、搬送機構６００ｂからトップリング１への基

板受け渡しを詳しく説明する図である。図４Ａ～図４Ｃは搬送機構６００ｂお

よびトップリング１を側方から見た図であり、図５はこれらを上方から見た図

である。 

 【００４７】 

 図４Ａに示すように、搬送機構６００ｂのハンド６０１上に基板Ｗが載置さ

れている。また、基板Ｗの受け渡しには、リテーナリングステーション８００

が用いられる。リテーナリングステーション８００は、トップリング１のリテ

ーナリング１２を押し上げる押し上げピン８０１を有する。なお、リテーナリ

ングステーション８００はリリースノズルを有してもよいが、図示していない。 

 【００４８】 

 図５に示すように、ハンド６０１は基板Ｗの下面の外周側の一部を支持する。

そして、押し上げピン８０１とハンド６０１とが互いに接触しないように配置

されている。 

 【００４９】 

 図４Ａに示す状態で、トップリング１が下降するとともに、搬送機構６００

ｂが上昇する。トップリング１の下降により、押し上げピン８０１がリテーナ

リング１２を押し上げ、基板Ｗがメンブレン１３に接近する。さらに搬送機構

６００ｂが上昇すると、基板Ｗの上面がメンブレン１３の下面に接触する（図

４Ｂ）。 

 【００５０】 

 この状態で、メンブレン１３とトップリング本体１１との間に形成されたエ

リアを負圧にすることで、トップリング１のメンブレン１３の下面に基板Ｗが

吸着される。ただし、場合によってはメンブレン１３の下面に基板Ｗが吸着さ

れなかったり、一旦吸着した後に落下したりしてしまうこともあり得る。その

ため、本実施形態では、後述するようにして基板Ｗがメンブレン１３に吸着さ

れているか否かの判定（基板吸着判定）を行う。 

 【００５１】 

 その後、搬送機構６００ｂは下降する（図４Ｃ）。 
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 【００５２】 

 続いて、トップリング１について説明する。 

 図６は、トップリング１および圧力制御装置７の構造を模式的に示す図であ

る。メンブレン１３には、トップリング本体１１に向かって上方に延びる周壁

１３ａ～１３ｅが形成されている。これら周壁１３ａ～１３ｅにより、メンブ

レン１３の上面とトップリング本体１１の下面との間に、周壁１３ａ～１３ｅ

によって区切られた同心円状のエリア１３１～１３５が形成される。なお、メ

ンブレン１３の下面には孔が形成されていないのが望ましい。 

 【００５３】 

 トップリング本体１１を貫通して一端がエリア１３１～１３５にそれぞれ連

通する流路１４１～１４５が形成されている。また、リテーナリング１２の直

上には弾性膜からなるエアバッグ１４が設けられており、一端がエアバッグ１

４に連通する流路１４６が同様に形成されている。流路１４１～１４６の他端

は圧力制御装置７に接続されている。流路１４１～１４６上に圧力センサや流

量センサを設けてもよい。 

 【００５４】 

 圧力制御装置７は、各流路１４１～１４６にそれぞれ設けられたバルブＶ１

～Ｖ６および圧力レギュレータＲ１～Ｒ６と、制御部７１と、圧力調整手段７

２と、基板吸着判定を行う判定部７３とを有する。 

 【００５５】 

 制御部７１は、バルブＶ１～Ｖ６、圧力レギュレータＲ１～Ｒ６および圧力

調整手段７２を制御する。 

 【００５６】 

 圧力調整手段７２は流路１４１～１４６の一端に接続され、制御部７１の制

御に応じてエリア１３１～１３５およびエアバッグ１４の圧力調整を個別に行

う。具体的には、圧力調整手段７２は、各流路１４１～１４６を介してエアな

どの流体を供給してエリア１３１～１３５およびエアバッグ１４を加圧したり、

真空引きしてエリア１３１～１３５およびエアバッグ１４を減圧したり、エリ

ア１３１～１３５およびエアバッグ１４を大気開放したりする。 

 【００５７】 

 図６においては、例えば、エリア１３５を加圧するためには、制御部７１は、

バルブＶ５を開き、エリア１３５にエアが供給されるよう圧力調整手段７２を

制御する。このことを単に、（制御部７１が）エリア１３５を加圧する、など

と表現する。 

 【００５８】 

 本実施形態では、エリア１３１を利用して基板吸着判定を行う。そのため、

圧力調整手段７２はエリア１３１に流体（気体あるいは液体）を送り込むこと

によってエリア１３１を加圧可能な加圧機構１５０を有する。 

 【００５９】 

 以下、圧力判定について詳しく説明する。 

 図７は、第１の実施形態に係る圧力判定を説明する図である。なお、以下の

図では、全体を簡略化して描くこととする。本実施形態における加圧機構１５
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０はシリンダ駆動方式により加圧を行うものであり、加圧側シリンダ２１と、

加圧用ピストン２２と、駆動側シリンダ２３と、駆動圧力生成部２４と、駆動

用ピストン２５と、連結部材２６と、プレート２７と、を有する。そして、判

定部７３は位置センサ２８を有する。 

 【００６０】 

 加圧側シリンダ２１は先端２１ａが開口して水平方向に延びる円筒状であり、

閉塞面２１ｂ（底面）に形成された開口２１ｃに流路１４１が接続される。加

圧用ピストン２２は円盤状であり、加圧側シリンダ２１の内面にスライド可能

に接している。加圧用ピストン２２には流体シール（不図示）が設けられ、加

圧側シリンダ２１内とその外部とで流体が移動しないようになっている。 

 【００６１】 

 駆動側シリンダ２３は加圧側シリンダ２１とは離間して対向配置される。駆

動側シリンダ２３も先端２３ａが開口して水平方向に延びる円筒状であり、閉

塞面２３ｂ（底面）に形成された開口２３ｃに駆動圧力生成部２４が接続され

る。駆動用ピストン２５は円盤状であり、駆動側シリンダ２３の内面にスライ

ド可能に接している。駆動用ピストン２５には流体シール（不図示）が設けら

れ、駆動側シリンダ２３内とその外部とで流体が移動しないようになっている。 

 【００６２】 

 加圧用ピストン２２の中央部と駆動用ピストン２５の中央部とが棒状の連結

部材２６によって連結されており、加圧用ピストン２２および駆動用ピストン

２５は一体化されている。 

 【００６３】 

 プレート２７は連結部材２６に嵌められて固定された円環状の部材である。

プレート２７の径は加圧側シリンダ２１および駆動側シリンダ２３の内径より

大きい。 

 【００６４】 

 以上の構造により、プレート２７が駆動側シリンダ２３の先端２３ａと加圧

側シリンダ２１の先端２１ａとの間にある範囲において、一体化された加圧用

ピストン２２および駆動用ピストン２５が移動可能である。なお、基板吸着判

定を行う前の待機状態では、プレート２７は駆動側シリンダ２３の先端２３ａ

近傍（例えば、プレート２７の一面が駆動側シリンダ２３の先端２３ａに接す

る位置）にあり、この位置を原点とする。 

 【００６５】 

 位置センサ２８は、原点検出センサ２８ａと、基板有り検出センサ２８ｂと、

基板無し検出センサ２８ｃとを含む。原点検出センサ２８ａは駆動側シリンダ

２３の先端２３ａ近傍に配置される。基板有り検出センサ２８ｂは駆動側シリ

ンダ２３の先端２３ａと加圧側シリンダ２１の先端２１ａとの中央近傍に配置

される。基板無し検出センサ２８ｃは加圧側シリンダ２１の先端２１ａ近傍に

配置される。このように、エリア１３１に近い側から、基板無し検出センサ２

８ｃ、基板有り検出センサ２８ｂおよび原点検出センサ２８ａの順に並んでい

る。なお、位置センサ２８はプレート２７の位置を検出できればよいので、プ

レート２７の位置を直接検知できる任意のセンサに置き換えてもよい。 
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 【００６６】 

 各位置センサ２８はプレート２７を検出する。より具体的には、原点検出セ

ンサ２８ａは原点の位置にプレート２７があることを検出する。基板有り検出

センサ２８ｂは、基板Ｗがメンブレン１３に吸着されているときの所定位置

（詳細は後述）にプレート２７があることを検出する。基板無し検出センサ２

８ｃは、基板Ｗがメンブレン１３に吸着されていないときの所定位置、言い換

えると、加圧側シリンダ２１の先端２１ａ近傍に設定された所定位置にプレー

ト２７があることを検出する。 

 【００６７】 

 基板Ｗを吸着する際（図４Ｂ）、制御部７１はエリア１３１以外の任意の１

以上のエリア（本実施形態では、エリア１３２～１３５とする）を負圧にする。

これによって、メンブレン１３の下面に基板Ｗが吸着されるが（図８Ａ参照）、

場合によっては失敗することもあり得る（図８Ｂ参照）。そこで、次に説明す

るようにして、基板吸着に成功したか否かを判定する。 

 【００６８】 

 駆動圧力生成部２４は圧力Ｐ１を駆動用ピストン２５に印加する。これによ

り、駆動用ピストン２５、加圧用ピストン２２およびプレート２７が押し込ま

れてエリア１３１に近づく方向に移動する。その結果、加圧側シリンダ２１内

の空気がエリア１３１に送り込まれることでエリア１３１が加圧される。なお、

このときエリア１３１から排気が行われないようにする。 

 【００６９】 

 図８Ａは、基板吸着に成功した場合を示す図である。基板Ｗが吸着されてい

る場合、エリア１３１が加圧されたとしても、エリア１３２～１３５が負圧に

されているため、基板Ｗはメンブレン１３から脱落しない（言い換えると、圧

力Ｐ１は吸着されている基板Ｗが脱落しない程度の大きさに設定される）。よ

って、エリア１３１を加圧してもメンブレン１３は膨らまず、エリア１３１の

体積増加は小さい。 

 【００７０】 

 そのため、加圧用ピストン２２がエリア１３１側に移動するにつれてエリア

１３１の圧力（正確には、エリア１３１、流路１４１、加圧側シリンダ２１お

よび加圧用ピストン２２で構成される空間の圧力、以下同じ）が高くなる。そ

して、エリア１３１の圧力がＰ１に達すると、エリア１３１の圧力と駆動圧力

生成部２４から圧力とが釣り合い、加圧用ピストン２２（すなわちプレート２

７）の移動は停止する。 

 【００７１】 

 このとき、加圧用ピストン２２が加圧側シリンダ２１の閉塞面２１ｂに達す

ることなく、また、プレート２７が加圧側シリンダ２１の先端２１ａに達する

ことなく、プレート２７は駆動用ピストン２５の先端２５ａと加圧側シリンダ

２１の先端２１ａとの間の位置で停止する。この位置にプレート２７があるこ

とを基板有り検出センサ２８ｂが検出することで、判定部７３は基板Ｗが吸着

されていると判定する。 

 【００７２】 
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 なお、基板Ｗが吸着されている場合にプレート２７がどの位置まで移動する

かを予め把握しておき、その位置にあるプレート２７を検出できるよう、基板

有り検出センサ２８ｂを配置しておけばよい。 

 【００７３】 

 図８Ｂは、基板吸着に失敗した場合を示す図である。基板Ｗが吸着されてい

ない場合、エリア１３１が加圧されると、メンブレン１３が膨らみ、エリア１

３１の体積が増加する。このとき、メンブレン１３の反発力で圧力Ｐ２が生じ

る。しかしながら、圧力Ｐ２は駆動圧力生成部２４からの圧力Ｐ１より小さい。

そのため、加圧用ピストン２２が加圧側シリンダ２１の閉塞面２１ｂに達する

まで（あるいは、プレート２７が加圧側シリンダ２１の先端２１ａには達する

まで）、プレート２７が移動する。この位置にプレート２７があることを基板

無し検出センサ２８ｃが検出することで、判定部７３は基板Ｗが吸着されてい

ないと判定する。 

 【００７４】 

 このように、基板Ｗが吸着している場合（図８Ａ）には、エリア１３１に送

り込まれる加圧流体の体積が相対的に小さくなり、基板Ｗが吸着していない場

合（図８Ｂ）には、エリア１３１に送り込まれる加圧流体の体積が相対的に大

きくなる。この体積に対応する値としてプレート２７の位置を検出することで、

基板吸着の有無を判定できる。 

 【００７５】 

 なお、プレート２７は、原点から基板有り検出センサ２８ｂの位置を経て、

基板無し検出センサ２８ｃの位置に移動する。そのため、基板Ｗが吸着されて

いない場合でも、一時的に基板有り検出センサ２８ｂがプレート２７を検出す

る。すなわち、基板Ｗが吸着されているか否かに関わらず、少なくとも一時的

に基板有り検出センサ２８ｂがプレート２７を検出する。よって、基板有り検

出センサ２８ｂが、一時的ではなく所定時間、プレート２７を検出した場合に、

判定部７３は基板Ｗが吸着されたと判定するのが望ましい。 

 【００７６】 

 あるいは、判定部７３は、駆動圧力生成部２４が圧力Ｐ１を印加して所定時

間（基板Ｗが吸着されていない場合に、プレート２７が原点から基板無し検出

センサ２８ｃの位置まで移動するのに要すると見込まれる時間）以上経った後

に、基板有り検出センサ２８ｂおよび基板無し検出センサ２８ｃによるプレー

ト２７の検出結果に基づいて判定してもよい。 

 【００７７】 

 図９は、第１の実施形態における基板吸着判定の手順の一例を示すフローチ

ャートである。なお、初めはプレート２７が原点にあり、このことが原点検出

センサ２８ａによって確かめられているものとする。 

 【００７８】 

 まず、駆動圧力生成部２４が圧力Ｐ１を印加することにより、加圧用ピスト

ン２２がエリア１３１を加圧する（ステップＳ１）。 

 【００７９】 

 そして、基板有り検出センサ２８ｂが所定時間にわたってプレート２７を検
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出した場合（ステップＳ２のＹＥＳ）、判定部７３は基板Ｗの吸着に成功した

と判定する（ステップＳ３）。一方、基板有り検出センサ２８ｂが一時的にプ

レート２７を検出し（ステップＳ２のＮＯ）、その後に基板無し検出センサ２

８ｃがプレート２７を検出した場合（ステップＳ４）、判定部７３は基板Ｗの

吸着に失敗したと判定する（ステップＳ５）。 

 【００８０】 

 このように、第１の実施形態では、基板Ｗが吸着されているか否かによって

エリア１３１に送り込まれる加圧流体の体積が異なること、すなわち、プレー

ト２７の移動量が異なることを利用して、精度良く基板吸着の有無を判定でき

る。 

 【００８１】 

 なお、位置センサ２８として、原点検出センサ２８ａ、基板有り検出センサ

２８ｂおよび基板無し検出センサ２８ｃを用いる例を示したが、リニアゲージ

センサを用いてプレート２７の位置を常時把握するようにしてもよい。また、

位置センサ２８が検知するのは、エリア１３１を加圧する際に移動する加圧機

構１５０の一部分であればよく、必ずしもプレート２７でなくてもよい。 

 【００８２】 

 また、説明した基板吸着判定は基板Ｗの任意のタイミングで行うことが可能

であるが、特に研磨前の判定に有効である。研磨前にはトップリング洗浄水な

どが基板Ｗに存在しまま吸着を行うことがあり、研磨後に比べて基板吸着に失

敗する可能性が高いためである。 

 【００８３】 

（第２の実施形態） 

 次に説明する第２の実施形態は、加圧機構１５０の構成が第１の実施形態と

は異なる。 

 【００８４】 

 図１０は、第２の実施形態に係る圧力判定を説明する図である。本実施形態

における加圧機構１５０は錘駆動方式により加圧を行うものであり、シリンダ

３１と、錘３２と、ストッパ３３とを有する。そして、判定部７３は位置セン

サ３４を有する。 

 【００８５】 

 シリンダ３１は先端３１ａが開口して鉛直方向に延びる円筒状であり、閉塞

面３１ｂ（底面）に形成された開口３１ｃに流路１４１が接続される。 

 【００８６】 

 錘３２は、錘本体３２ａと、ピストン３２ｂと、上面プレート３２ｃとから

構成される。ピストン３２ｂは錘本体３２ａと直接連結されて一体となってお

り、シリンダ３１のピストンとしても機能する。錘本体３２ａは円柱状であり、

その径はシリンダ３１の内径より小さい。よって、錘本体３２ａはシリンダ３

１内を上下動可能である。ピストン３２ｂは錘本体３２ａより径が大きな円盤

状であり、シリンダ３１の内面にスライド可能に接している。ピストン３２ｂ

には流体シール（不図示）が設けられ、シリンダ３１内とその外部とで流体が

移動しないようになっている。上面プレート３２ｃは錘本体３２ａおよびシリ
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ンダ３１の内径より径が大きな円盤状である。 

 【００８７】 

 ストッパ３３はシリンダ３１の上方に配置され、その肩部３３ａの上面で錘

３２の上面プレート３２ｃの下面を支持することにより、錘３２が落下するの

を防ぐ。ストッパ３３を解除すると（すなわち、ストッパ３３の軸３３ｂを中

心として肩部３３ａを傾斜させると）、錘３２は落下する。なお、ストッパ３

３の解除は、制御部７１が行ってもよいし、手動で行ってもよい。 

 【００８８】 

 錘本体３２ａおよびストッパ３３を第１の実施形態における駆動圧力生成部

２４の代替、ピストン３２ｂを第１の実施形態における加圧用ピストン２２の

代替と考えることもできる。 

 【００８９】 

 位置センサ３４は、原点検出センサ３４ａと、基板有り検出センサ３４ｂと、

基板無し検出センサ３４ｃとを含む。原点検出センサ３４ａはストッパ３３の

肩部３３ａよりわずか上に配置される。基板有り検出センサ３４ｂは、ストッ

パ３３とシリンダ３１の先端３１ａとの間に配置される。基板無し検出センサ

３４ｃはシリンダ３１の先端３１ａよりわずかに上に配置される。第１の実施

形態と同様、エリア１３１に近い側から、基板無し検出センサ３４ｃ、基板有

り検出センサ３４ｂおよび原点検出センサ３４ａの順に並んでいる。 

 【００９０】 

 各位置センサ３４は錘３２の上面プレート３２ｃを検出する。より具体的に

は、原点検出センサ３４ａは、ストッパ３３によって錘３２が支持されている

位置（この位置を原点とする）に上面プレート３２ｃがあることを検出する。

基板有り検出センサ３４ｂは、基板Ｗがメンブレン１３に吸着されているとき

の所定位置（詳細は後述）に上面プレート３２ｃがあることを検出する。基板

無し検出センサ３４ｃは、基板Ｗがメンブレン１３に吸着されていないときの

位置、すなわち、シリンダ３１の先端３１ａ近傍に設定された所定位置に上面

プレート３２ｃがあることを検出する。 

 【００９１】 

 本実施形態では、次のようにして基板吸着に成功したか否かを判定する。 

 判定のために、ストッパ３３が解除される。これにより、錘３２は重力によ

って落下し、ピストン３２ｂが押し込まれてエリア１３１に近づく方向に移動

する。その結果、シリンダ３１内の空気がエリア１３１に送り込まれることで

エリア１３１が加圧される。なお、このときエリア１３１から排気が行われな

いようにする。 

 【００９２】 

 図１１Ａは、基板吸着に成功した場合を示す図である。基板Ｗが吸着されて

いる場合、エリア１３１が加圧されたとしても、エリア１３２～１３５が負圧

にされているため、基板Ｗはメンブレン１３から脱落しない（言い換えると、

錘３２の重さは吸着されている基板Ｗが脱落しない程度に設定される）。よっ

て、エリア１３１を加圧してもメンブレン１３は膨らまず、エリア１３１の体

積増加は小さい。 
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 【００９３】 

 そのため、ピストン３２ｂがエリア１３１側（下方）に移動するにつれてエ

リア１３１の圧力（正確には、エリア１３１、流路１４１、シリンダ３１およ

びピストン３２ｂで構成される空間の圧力、以下同じ）が高くなる。そして、

エリア１３１の圧力と錘３２による圧力とが釣り合い、ピストン３２ｂの移動

は停止する。当然、上面プレート３２ｃも停止する。 

 【００９４】 

 このとき、ピストン３２ｂがシリンダ３１の閉塞面３１ｂに達することなく、

また、上面プレート３２ｃがシリンダ３１の先端３１ａに達することなく、上

面プレート３２ｃは原点とシリンダ３１の先端３１ａとの間の位置で停止する。

この位置に上面プレート３２ｃがあることを基板有り検出センサ３４ｂが検出

することで、判定部７３は基板Ｗが吸着されていると判定する。 

 【００９５】 

 なお、基板Ｗが吸着されている場合に上面プレート３２ｃがどの位置まで移

動するかを予め把握しておき、その位置にある上面プレート３２ｃを検出でき

るよう、基板有り検出センサ３４ｂを配置しておけばよい。 

 【００９６】 

 図１１Ｂは、基板吸着に失敗した場合を示す図である。基板Ｗが吸着されて

いない場合、エリア１３１が加圧されると、メンブレン１３が膨らみ、エリア

１３１の体積が増加する。このとき、メンブレン１３の反発力で圧力Ｐ２が生

じる。しかしながら、圧力Ｐ２は錘３２による圧力より小さい。そのため、ピ

ストン３２ｂがシリンダ３１の閉塞面３１ｂに達するまで、あるいは、上面プ

レート３２ｃがシリンダ３１の先端３１ａに達するまで、錘３２は落下する。

この位置に上面プレート３２ｃがあることを基板無し検出センサ３４ｃが検出

することで、判定部７３は基板Ｗが吸着されていないと判定する。 

 【００９７】 

 このように、基板Ｗが吸着している場合（図１１Ａ）には、エリア１３１に

送り込まれる加圧流体の体積が相対的に小さくなり、基板Ｗが吸着していない

場合（図１１Ｂ）には、エリア１３１に送り込まれる加圧流体の体積が相対的

に大きくなる。この体積に対応する値として、上面プレート３２ｃの位置を検

出することで、基板吸着の有無を判定できる。 

 【００９８】 

 なお、上面プレート３２ｃは、原点から基板有り検出センサ３４ｂの位置を

経て、基板無し検出センサ３４ｃの位置に移動する。そのため、基板Ｗが吸着

されていない場合でも、一時的に基板有り検出センサ３４ｂが上面プレート３

２ｃを検出する。すなわち、基板Ｗが吸着されているか否かに関わらず、少な

くとも一時的に基板有り検出センサ３４ｂが上面プレート３２ｃを検出する。

よって、基板有り検出センサ３４ｂが、一時的ではなく所定時間、上面プレー

ト３２ｃを検出した場合に、判定部７３は基板Ｗが吸着されたと判定するのが

望ましい。 

 【００９９】 

 あるいは、判定部７３は、ストッパ３３を解除して所定時間（基板Ｗが吸着
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されていない場合に、上面プレート３２ｃが原点から基板無し検出センサ３４

ｃの位置まで移動するのに要すると見込まれる時間）以上経った後に、基板有

り検出センサ３４ｂおよび基板無し検出センサ３４ｃによる上面プレート３２

ｃの検出結果に基づいて判定してもよい。 

 【０１００】 

 図１２は、第２の実施形態における基板吸着判定の手順の一例を示すフロー

チャートである。なお、初めは錘３２がストッパ３３によって支持され、上面

プレート３２ｃが原点にあり、このことが原点検出センサ３４ａによって確か

められているものとする。 

 【０１０１】 

 まず、ストッパ３３を解除することにより、錘３２が落下してエリア１３１

を加圧する（ステップＳ１１）。 

 【０１０２】 

 そして、基板有り検出センサ３４ｂが所定時間にわたって上面プレート３２

ｃを検出した場合（ステップＳ１２のＹＥＳ）、判定部７３は基板Ｗの吸着に

成功したと判定する（ステップＳ１３）。一方、基板有り検出センサ３４ｂが

一時的に上面プレート３２ｃを検出し（ステップＳ１２のＮＯ）、その後に基

板無し検出センサ３４ｃが上面プレート３２ｃを検出した場合（ステップＳ１

４）、判定部７３は基板Ｗの吸着に失敗したと判定する（ステップＳ１５）。 

 【０１０３】 

 このように、第２の実施形態では、基板Ｗが吸着されているか否かによって

エリア１３１に送り込まれる加圧流体の体積が異なること、すなわち、上面プ

レート３２ｃの移動量（落下量）が異なることを利用して、精度良く基板吸着

の有無を判定できる。 

 【０１０４】 

 なお、位置センサ３４として、原点検出センサ３４ａ、基板有り検出センサ

３４ｂおよび基板無し検出センサ３４ｃを用いる例を示したが、リニアゲージ

センサを用いて上面プレート３２ｃの位置を常時把握するようにしてもよい。

また、位置センサ３４として、光センサ、エンコーダ、接点センサなどを用い

てもよい。さらに、位置センサ３４が検知するのは、エリア１３１を加圧する

際に移動する加圧機構１５０の一部分であればよく、必ずしも上面プレート３

２ｃでなくてもよい。 

 【０１０５】 

 図１３は、図１０の変形例を説明する図である。図１０では、ピストン３２

ｂと錘本体３２ａとが一体化されていたが、図１３に示すようにこれらは別個

の部材であってもよい。この場合、シリンダ３１内に設けられるピストン３２

ｂは、シリンダ３１の上面を貫通するピストンロッド３２ｄによって、シリン

ダ３１の上方に設けられた錘本体３２ａと連結される。そして、錘本体３２ａ

の一部（例えば下部）に凸部３２ｅを設け、これを位置センサ３４が検出する。 

 【０１０６】 

 なお、以下の各実施形態でも、主にピストンと錘本体とが一体である構成を

説明するが、やはりこれらは別個の部材であってもよい。 
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 【０１０７】 

（第３の実施形態） 

 次に説明する第３の実施形態は、第１および第２の実施形態で説明した位置

センサ２８，３４に代えて、エリア１３１の圧力を計測する圧力計を用いるも

のである。以下、第２の実施形態で示した加圧機構１５０を例に取って説明す

るが、第１の実施形態にも適用可能である。 

 【０１０８】 

 図１４は、第３の実施形態に係る圧力判定を説明する図である。本実施形態

における判定部７３は圧力計４０を有する。圧力計４０はエリア１３１の圧力

を計測できればよく、例えば流路１４１に設置されるが、その他の位置に設置

されてもよい。錘３２がストッパ３３によって支持されている場合のエリア１

３１の圧力（初期圧力）をＰ０とする。 

 【０１０９】 

 図１５Ａは、基板吸着に成功した場合を示す図である。基板Ｗが吸着されて

いる場合、錘３２が落下して空気がエリア１３１に送り込まれるが、メンブレ

ン１３は膨らまず、エリア１３１の体積増加は小さい。そのため、送り込まれ

る空気によってエリア１３１の圧力は高くなる。このときの圧力をＰ１１とす

る。 

 【０１１０】 

 図１５Ｂは、基板吸着に失敗した場合を示す図である。基板Ｗが吸着されて

いない場合、錘３２が落下して空気がエリア１３１に送り込まれるが、その分、

メンブレン１３は膨らみ、エリア１３１の体積が増加する。そのため、エリア

１３１の圧力はわずかに高くなる程度である。このときの圧力をＰ１２とする。

ここで、圧力Ｐ０＜圧力Ｐ１２＜圧力Ｐ１１の関係となる。 

 【０１１１】 

 そこで、圧力計４０によって計測された圧力がＰ１１に達した場合、判定部

７３は基板Ｗが吸着されていると判定できる。一方、計測された圧力がＰ１１

に達しない場合、判定部７３は基板Ｗが吸着されていないと判定できる。 

 【０１１２】 

 なお、エリア１３１の圧力は、圧力Ｐ０から圧力Ｐ１２を経て、圧力Ｐ１１

に達する。そのため、基板Ｗが吸着されている場合でも、一時的にエリア１３

１の圧力はＰ１２となる。すなわち、基板Ｗが吸着されているか否かに関わら

ず、少なくとも一時的にエリア１３１の圧力はＰ１２となる。よって、判定部

７３は、圧力がＰ１２に達した時点で基板Ｗが吸着されていないと判定するの

ではなく、あくまで、所定時間以上経過後に、エリア１３１の圧力がＰ１１に

達したか否かに基づいて判定するのが望ましい。 

 【０１１３】 

 あるいは、一時的ではなく所定時間、エリア１３１の圧力がＰ１２より高く

ならない場合に、判定部７３は基板Ｗが吸着されていないと判定してもよい。 

 【０１１４】 

 図１６は、第３の実施形態における基板吸着判定の手順の一例を示すフロー

チャートである。初めは錘３２がストッパ３３によって支持され、上面プレー
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ト３２ｃが原点にあり、このことが原点検出センサ３４ａによって確かめられ

ているものとする。 

 【０１１５】 

 まず、ストッパ３３を解除することにより、錘３２が落下してエリア１３１

を加圧する（ステップＳ２１）。そして、所定時間経過するまでにエリア１３

１の圧力がＰ１１に達した場合（ステップＳ２２のＹＥＳ、ステップＳ２３の

ＮＯ）、判定部７３は基板Ｗの吸着に成功したと判定する（ステップＳ２４）。

一方、所定時間経過してもエリア１３１の圧力がＰ１１に達しない場合（ステ

ップＳ２３のＹＥＳ）、判定部７３は基板Ｗの吸着に失敗したと判定する（ス

テップＳ２５）。 

 【０１１６】 

 このように、第３の実施形態では、基板Ｗが吸着されているか否かによって

エリア１３１の圧力が異なることを利用して、精度良く基板吸着の有無を判定

できる。 

 【０１１７】 

（第４の実施形態） 

 図１７は、第４の実施形態に係る圧力判定を説明する図である。加圧機構１

５０は、シリンダ４１と、錘４２と、ストッパ４３とを有する。 

 【０１１８】 

 シリンダ４１は鉛直方向に延びる円筒状であり、下面４１１に開口４１ａ，

４１ｂが形成され、上面４１２に開口４１ｃが形成され、側面４１３に開口４

１ｄが形成される。すなわち、開口４１ａ，４１ｂはピストン４２ｂの下側に

位置し、開口４１ｄはピストン４２ｂの上側に位置する。開口４１ｂは流路１

４１ａを介して流路１４１に接続される。開口４１ａは、開放することもでき

るし、プラグ（図１７には不図示）などを用いて閉止することもできる。開口

４１ｄは、開放することもできるし、真空装置（不図示）に接続することもで

きる。開口４１ａ，４１ｄの開放および閉止などの切替は、制御部７１が行っ

てもよいし、手動で行ってもよい。 

 【０１１９】 

 錘４２は、錘本体４２ａと、ピストン４２ｂと、上面プレート４２ｃとから

構成される。ピストン４２ｂは錘本体４２ａと直接連結されて一体となってお

り、シリンダ４１のピストンとしても機能する。錘本体４２ａは円柱状であり、

その径はシリンダ４１の内径より小さい。また、錘本体４２ａはシリンダ４１

の開口４１ｃを貫通しており、開口４１ｃの内面にスライド可能に接している。

ピストン４２ｂは錘本体４２ａより径が大きな円盤状であり、シリンダ４１の

内面にスライド可能に接している。上面プレート４２ｃは錘本体４２ａおよび

開口４１ｃの内径より径が大きな円盤状である。 

 【０１２０】 

 ストッパ４３は肩部４３ａを有し、肩部４３ａは錘４２の上面プレート４２

ｃの上方に位置する。よって、上面プレート４２ｃの上面が肩部４３ａの下面

に当接すると、それ以上、上面プレート４２ｃが上方に移動しない。ストッパ

４３は、シリンダ４１の上面４１２と連結された、あるいは一体化された部材
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であってもよいし、シリンダ４１とは別個の部材であってもよい。 

 【０１２１】 

 このような構成により、シリンダ４１の内部は、錘４２のピストン４２ｂに

よって、下部空間Ａ１と上部空間Ａ２とに分割される。なお、下部空間Ａ１に

開口４１ａ，４１ｂが設けられ、上部空間Ａ２に開口４１ｃ，４１ｄが設けら

れればよく、開口４１ａ～４１ｄの位置は図１７に示すものに制限されない。

また、ピストン４２ｂには流体シール（不図示）が設けられ、下部空間Ａ１と

上部空間Ａ２との間で流体が移動しないようになっている。同様に、シリンダ

４１の上面４１２における開口４１ｃにも流体シール（不図示）が設けられ、

上部空間Ａ２とシリンダ４１の外部との間で流体が移動しないようになってい

る。 

 【０１２２】 

 判定部７３は位置センサ４４および圧力計４５を有する。 

 【０１２３】 

 位置センサ４４は、原点検出センサ４４ａと、基板無し検出センサ４４ｂと

を含む。原点検出センサ４４ａはストッパ４３の肩部４３ａよりわずかに下に

配置される。基板無し検出センサ４４ｂはシリンダ４１の上面４１２よりわず

かに上に配置される。なお、基板有り検出センサを設けなくてもよい。 

 【０１２４】 

 原点検出センサ４４ａは肩部４３ａに当接している位置（この位置を原点と

する）に上面プレート４２ｃがあることを検出する。基板無し検出センサ４４

ｂは、基板Ｗがメンブレン１３に吸着されていないときの位置、すなわち、シ

リンダ４１の上面４１２近傍に設定された所定位置に上面プレート４２ｃがあ

ることを検出する。 

 【０１２５】 

 圧力計４５はエリア１３１の圧力を計測できればよく、例えば流路１４１ａ

に設置されるが、その他の位置に設置されてもよい。 

 【０１２６】 

 また、本実施形態の圧力制御装置７は切替手段１５１および研磨圧力制御器

１５２をさらに有する。流路１４１は、流路１４１ａを介して加圧機構１５０

（のシリンダ４１）に接続されるとともに、流路１４１ｂを介して研磨圧力制

御器１５２に接続される。 

 【０１２７】 

 切替手段１５１は切替バルブあるいは三方弁であり、流路１４１を介して、

エリア１３１をシリンダ４１の開口４１ｂと連通させるか、研磨圧力制御器１

５２と連通させるかを切り替える。言い換えると、切替手段１５１は、流路１

４１を流路１４１ａと連通させるか、流路１４１を流路１４１ｂと連通させる

かを切り替える。この切替は、制御部７１が行ってもよいし、手動で行っても

よい。研磨圧力制御器１５２は研磨時に研磨用の圧力をエリア１３１に印加す

る。 

 【０１２８】 

 図１８は、待機時すなわち基板吸着判定前の圧力制御装置７を示す図である。
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切替手段１５１は流路１４１を流路１４１ａと連通させる。また、開口４１ａ

は開放される。そして、開口４１ｄから上部空間Ａ２が真空引き（吸引）され、

負圧にされる。これにより、上面プレート４２ｃが肩部４３ａに当接するまで、

錘４２が上昇する。このときのエリア１３１の圧力をＰ０とする。上部空間Ａ

２を負圧にする際、下部空間Ａ１を開放しておくことで、メンブレン１３に負

圧がかかるのを防止できる。 

 【０１２９】 

 なお、上部空間Ａ２を負圧する代わりに、下部空間Ａ１を加圧して錘４２を

上昇させてもよい。ただし、基板吸着判定動作開始時にメンブレン１３も加圧

されることになり、吸着判定に影響を与える可能性もある。よって、上部空間

Ａ２を負圧にする方が望ましい。 

 【０１３０】 

 本実施形態では、次のようにして基板吸着に成功したか否かを判定する。判

定を行う場合、開口４１ａを閉止し、開口４１ｄを開放する。そうすると、錘

４２は重力によって落下し、ピストン４２ｂが押し込まれてエリア１３１に近

づく方向に移動する。その結果、シリンダ４１における下部空間Ａ１内の空気

がエリア１３１に送り込まれることでエリア１３１が加圧される。なお、この

ときエリア１３１から排気が行われないようにする。 

 【０１３１】 

 図１９Ａは、基板吸着に成功した場合を示す図である。錘４２が落下して空

気がエリア１３１に送り込まれるが、メンブレン１３はほとんど膨張しない。

そのため、エリア１３１の圧力は高くなる。このときの圧力をＰ１１とする。

圧力計４０により、エリア１３１の圧力がＰ１１に達したことで、判定部７３

は基板Ｗが吸着されていると判定できる。この場合、位置センサ４４を判定に

使用しなくてもよい。 

 【０１３２】 

 基板Ｗの吸着に成功すると、図２０に示すように、切替手段１５１は流路１

４１を流路１４１ｂと連通させ、研磨圧力制御器１５２によってエリア１３１

は研磨用に加圧される。なお、エリア１３２～１３５も制御部７１によって加

圧されてもよい。このようにして、基板Ｗの下面が研磨パッド３ａによって研

磨される。このとき、開口４１ａを開放し、開口４１ｄから上部空間Ａ２を負

圧にすることで、錘４２を待機時の状態とする。すなわち、研磨を行いつつ、

錘４２を原点に復帰させる。 

 【０１３３】 

 図１９Ｂは、基板吸着に失敗した場合を示す図である。錘４２が落下して空

気がエリア１３１に送り込まれるが、その分、メンブレン１３は膨張し、エリ

ア１３１の体積が増加する。このとき、メンブレン１３の反発力で圧力が生じ

る。しかしながら、この圧力は錘４２による圧力より小さい。そのため、ピス

トン４２ｂがシリンダ４１の下面４１１に達するまで、あるいは、上面プレー

ト４２ｃがシリンダ４１の上面４１２に達するまで、錘４２は落下する。この

位置に上面プレート４２ｃがあることを基板無し検出センサ４３ｂが検出する

ことで、判定部７３は基板Ｗが吸着されていないと判定する。この場合、圧力
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計４５を判定に使用しなくてもよい。 

 【０１３４】 

 このように、本実施形態では、基板Ｗの吸着成功は、エリア１３１の圧力に

よって、言い換えると、圧力計４５による圧力計測結果によって、判定される。

一方、基板Ｗの吸着失敗は基板無し検出センサ４３ｂによる上面プレート４２

ｃの検出によって判定される。 

 【０１３５】 

 図２１は、第４の実施形態における基板吸着判定の手順の一例を示すフロー

チャートである。開口４１ａを閉止し、開口４１ｄを開放することにより、錘

４２が落下してエリア１３１を加圧する（ステップＳ３１）。 

 【０１３６】 

 圧力計４５によって計測されるエリア１３１の圧力がＰ１１に達した場合

（ステップＳ３２のＹＥＳ）、判定部７３は基板Ｗの吸着に成功したと判定す

る（ステップＳ３３）。基板Ｗの吸着成功の判定まで所定時間の経過を待つ必

要がない点、第１の実施形態（図９のステップＳ２）および第２の実施形態

（図１２のステップＳ１２）と異なる。 

 【０１３７】 

 一方、基板無し検出センサ４３ｃによって上面プレート４２ｃを検知した場

合（ステップＳ４のＹＥＳ）、判定部７３は基板Ｗの吸着に失敗したと判定す

る（ステップＳ３５）。基板Ｗの吸着失敗の判定まで所定時間の経過を待つ必

要がない点、第３の実施形態（図１６のステップＳ２３）と異なる。 

 【０１３８】 

 基板吸着判定が完了すると、開口４１ａを開放し、開口４１ｄから上部空間

Ａ２を負圧にすることで、錘４２を待機時の状態とする。 

 【０１３９】 

 このように、第４の実施形態では、基板Ｗの吸着成功を圧力計４５による圧

力計測結果により判定し、基板Ｗの吸着失敗を基板無し検出センサ４３ｂによ

り判定する。そのため、迅速に判定結果を得ることができる。 

 【０１４０】 

 図２２は、図１７の変形例を説明する図である。図１７では、ピストン４２

ｂと錘本体４２ａとが一体化されていたが、図２２に示すようにこれらは別個

の部材であってもよい。この場合、シリンダ４１内に設けられるピストン４２

ｂは、シリンダ４１ｃの上面４１２の開口４１ｃを貫通するピストンロッド４

２ｄによって、シリンダ４１の上方に設けられた錘本体４２ａと連結される。

そして、錘本体４２ａの一部（例えば下部）に凸部４２ｅを設け、これを位置

センサ４４が検出する。 

 【０１４１】 

 なお、上述した各実施形態において、位置センサや圧力計に代えて、エリア

１３１に送り込まれた流体の積算量を測定する積算流量計を用いてもよい。具

体的には、図２３Ａに示すように、判定部７３として積算流量計８１を流路１

４１に設ける。そして、エリア１３１が所定の圧力となるよう流路１４１に流

体を送り込む。 
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 【０１４２】 

 基板Ｗが吸着されている場合、メンブレン１３は膨らまないため、エリア１

３１の体積増加は小さい（図２３Ｂ）。よって、エリア１３１に送り込まれる

流体の量が（相対的に）少なくてもエリア１３１は所定の圧力となる。一方、

基板Ｗが吸着されていない場合、メンブレン１３が膨らむため、エリア１３１

の体積増加は大きい（図２３Ｃ）。よって、エリア１３１に（相対的に）多く

の流体を送り込まなければ、エリア１３１は所定の圧力とならない。よって、

積算流量計８１によって計測される流体の積算流量から、基板Ｗが吸着されて

いるか否かを判定できる。 

 【０１４３】 

 また、中央のエリア１３１を基板吸着判定に用いる例を示したが、他のエリ

アを基板吸着判定に用いてもよい。 

 【０１４４】 

 さらに、各実施形態においては、エリア１３１を加圧し、基板吸着成功時に

はエリア１３１の体積増加が小さく、基板吸着失敗時にはエリア１３１の体積

増加が大きくなることを利用して基板吸着判定を行うものであった。逆に、エ

リア１３１を吸引して減圧し、基板吸着成功時にはエリア１３１の体積減少が

小さく、基板吸着失敗時にはエリア１３１の体積減少が大きくなることを利用

して基板吸着判定を行ってもよい。この場合、メンブレン１３が内側（トップ

リング本体１１側）に変形可能となるようトップリング１を設計すればよい。 

 【０１４５】 

 上述した実施形態は、本発明が属する技術分野における通常の知識を有する

者が本発明を実施できることを目的として記載されたものである。上記実施形

態の種々の変形例は、当業者であれば当然になしうることであり、本発明の技

術的思想は他の実施形態にも適用しうることである。したがって、本発明は、

記載された実施形態に限定されることはなく、特許請求の範囲によって定義さ

れる技術的思想に従った最も広い範囲とすべきである。 

 【０１４６】 

（第５の実施形態） 

  【０１４７】  

  化学機械研磨（ＣＭＰ）は、研磨面上にスラリーを供給しながら、ウェーハを研磨面

に押し付け、スラリーの存在下でウェーハを研磨面に摺接させることで、ウェーハの

表面を研磨する技術である。ウェーハの研磨中、ウェーハは研磨ヘッドによって研磨

面に押し付けられる。ウェーハの表面は、スラリーの化学的作用と、スラリーに含まれ

る砥粒の機械的作用により平坦化される。  

  【０１４８】  

  図５１は、研磨ヘッドを模式的に示す断面図である。研磨ヘッド６００は、ウェーハＷ

１の上面に接触する弾性膜６１０を有する。この弾性膜６１０は、複数の圧力室６０１～

６０４を形成する形状を有しており、それぞれの圧力室６０１～６０４内の圧力は独立

に調節することが可能である。したがって、研磨ヘッド６００は、これら圧力室６０１～６

０４に対応するウェーハＷ１の複数の領域を異なる力で押し付けることができ、ウェー

ハＷ１の所望の膜厚プロファイルを達成することができる。  
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  【０１４９】  

  ウェーハＷ１の研磨が終了すると、研磨されたウェーハＷ１は搬送装置によって次

工程に搬送される。図５２に示すように、次のウェーハＷ２は、搬送装置によって研磨

ヘッド６００の下方の受け渡し位置に運ばれる。同時に、研磨ヘッド６００は、液体（例

えば純水）で洗浄され、研磨ヘッド６００からスラリーや研磨屑が除去される。そして、

次のウェーハＷ２は、研磨ヘッド６００に保持され、研磨ヘッド６００により研磨面の上

方位置に搬送される。ウェーハＷ２は、研磨ヘッド６００により研磨面に押し付けられ、

スラリーの存在下で研磨される。  

  【０１５０】  

  しかしながら、図５３に示すように、ウェーハＷ２の上面と研磨ヘッド６００の弾性膜６

１０との間には、研磨ヘッド６００の洗浄に使用された液体Ｑが存在していることがあ

る。この液体Ｑが複数の圧力室にまたがって広がっていると、隣の圧力室内の圧力

が液体Ｑに伝わり、意図しない力がウェーハＷ２に加わってしまう。図５３に示す例で

は、ウェーハＷ２の中央部の研磨レートを下げるために、中央の圧力室６０１内の圧

力を下げたにもかかわらず、隣の圧力室６０２の圧力が液体Ｑを介してウェーハＷ２

の中央部に加わる。結果として、ウェーハＷの中央部の研磨レートを下げることがで

きない。このように、ウェーハＷ２と研磨ヘッド６００との間に存在する液体Ｑは、研磨

ヘッド６００が適切な力をウェーハＷ２に加えることを妨げてしまう。  

  【０１５１】  

  そこで、第５の実施形態は、研磨されるウェーハの上面から液体を除去し、研磨ヘッ

ドが適切な力をウェーハに加えることを可能とする方法を提供する。また、第５の実施

形態は、ウェーハの上面から液体を除去することができる弾性膜を提供する。  

【０１５２】 

 第５の実施形態によれば、以下の態様が提供される。 

  【０１５３】  

  一態様では、弾性膜によって形成された中心側圧力室と外側圧力室を有する研磨

ヘッドを用いてウェーハを研磨する方法であって、前記弾性膜の中央部を前記ウェー

ハの上面の中央部に接触させ、その後、前記弾性膜の外周部を前記ウェーハの上

面の外周部に接触させることで、前記ウェーハの上面から液体を除去し、前記弾性

膜で前記ウェーハの下面を研磨面に押し付けて、前記ウェーハの下面を研磨する方

法が提供される。  

  一態様では、前記中心側圧力室内の圧力を前記外側圧力室内の圧力よりも高くし

た状態で、前記弾性膜の中央部をウェーハの上面の中央部に接触させる。  

  一態様では、前記中心側圧力室は、エアシリンダに連通しており、エアシリンダのピ

ストンには錘が置かれている。  

  【０１５４】  

  一態様では、弾性膜によって形成された中心側圧力室と外側圧力室を有する研磨

ヘッドを用いてウェーハを研磨する方法であって、前記弾性膜を前記ウェーハの上面

に接触させ、その後、前記外側圧力室、前記中心側圧力室の順に前記外側圧力室

および前記中心側圧力室内に真空を形成することで、前記ウェーハの上面に存在す

る液体を外側に移動させ、その後、前記弾性膜で前記ウェーハの下面を研磨面に押
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し付けて、前記ウェーハの上面から液体を除去し、前記研磨ヘッドで前記ウェーハの

下面を前記研磨面に摺接させて、前記ウェーハの下面を研磨する方法が提供される。  

  【０１５５】  

  一態様では、前記中心側圧力室、前記外側圧力室の順に前記中心側圧力室およ

び前記外側圧力室内に圧縮気体を供給することで、前記弾性膜で前記ウェーハの下

面を前記研磨面に押し付けて、前記ウェーハの上面から液体を除去する。  

  一態様では、前記外側圧力室および前記中心側圧力室は、第１圧力室、第２圧力

室、および第３圧力室を少なくとも含み、前記第２圧力室は前記第１圧力室の外側に

位置し、前記第３圧力室は前記第２圧力室の外側に位置しており、前記第３圧力室、

前記第２圧力室、前記第１圧力室の順に前記第３圧力室、前記第２圧力室、前記第１

圧力室内に真空を形成することで、前記ウェーハの上面に存在する液体を外側に移

動させる。  

  【０１５６】  

  一態様では、研磨ヘッドを用いてウェーハを研磨する方法であって、搬送装置上の

前記ウェーハの上面から液体を除去し、その後、前記研磨ヘッドで前記搬送装置上

の前記ウェーハを保持し、前記研磨ヘッドで前記ウェーハの下面を研磨面に押し付け

て、前記ウェーハの下面を研磨する方法が提供される。  

  【０１５７】  

  一態様では、前記搬送装置上の前記ウェーハの上面から液体を除去する工程は、

前記搬送装置により前記ウェーハを傾けることで前記ウェーハの上面から液体を除

去する工程である。  

  一態様では、前記搬送装置上の前記ウェーハの上面から液体を除去する工程は、

前記搬送装置により前記ウェーハを揺り動かすことで前記ウェーハの上面から液体

を除去する工程である。  

  一態様では、前記搬送装置上の前記ウェーハの上面から液体を除去する工程は、

前記搬送装置上の前記ウェーハの上面に気体の噴流を送ることで前記ウェーハの上

面から液体を除去する工程である。  

  【０１５８】  

  一態様では、弾性膜を有する研磨ヘッドを用いてウェーハを研磨する方法であって、

前記弾性膜を前記ウェーハの上面に接触させ、前記弾性膜に形成されている液体流

路に前記ウェーハの上面に存在する液体を流入させることで、前記ウェーハの上面

から液体を除去し、その後、前記弾性膜で前記ウェーハの下面を研磨面に押し付け

て、前記ウェーハの下面を研磨する方法が提供される。 

【０１５９】  

  一態様では、前記弾性膜は、前記ウェーハの上面に接触する接触面を有し、前記

液体流路は、前記接触面で開口する開口部と、前記開口部に接続され、かつ前記弾

性膜内を延びる横孔を有し、前記横孔は前記弾性膜の外側面で開口している。  

  一態様では、前記液体流路に前記ウェーハの上面に存在する液体を流入させる工

程は、前記液体流路を通じて前記ウェーハの上面に存在する液体を吸引する工程で

あり、前記液体流路は、前記弾性膜に接続された吸引ラインに連通している。  

  一態様では、前記弾性膜は、前記ウェーハの上面に接触する接触面を有し、前記

液体流路は、前記接触面に形成された溝である。  
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  一態様では、前記弾性膜の内部での前記溝の幅は、前記接触面での前記溝の幅

よりも大きい。  

  【０１６０】  

  一態様では、ウェーハを研磨面に押し付けるための弾性膜であって、前記ウェーハ

に接触可能な接触面を有する接触部と、前記接触部に接続された外壁部を備え、前

記接触部は、前記接触面で開口する開口部と、前記開口部に接続され、かつ前記接

触部内を延びる横孔を有している、弾性膜が提供される。  

  一態様では、前記横孔は、前記弾性膜の外側面で開口している。  

  一態様では、前記横孔は、前記接触部の前記接触面とは反対側の面で開口してい

る。  

  【０１６１】  

  一態様では、ウェーハを研磨面に押し付けるための弾性膜であって、前記ウェーハ

に接触可能な接触面を有する接触部と、前記接触部に接続された外壁部を備え、前

記接触部は、前記接触面に形成された溝を有する、弾性膜が提供される。  

  【０１６２】  

  一態様では、前記接触部の内部での前記溝の幅は、前記接触面での前記溝の幅

よりも大きい。  

  【０１６３】  

  以下、第５の実施形態について図面を参照して説明する。  

  図２４は、研磨装置の一実施形態を示す模式図である。図２４に示すように、研磨装

置は、研磨パッド２を支持する研磨テーブル３と、基板の一例であるウェーハＷを研

磨パッド２に押し付ける研磨ヘッド１と、研磨テーブル３を回転させるテーブルモータ６

と、研磨パッド２上にスラリーを供給するためのスラリー供給ノズル５とを備えている。

研磨パッド２の表面は、ウェーハＷを研磨する研磨面２ａを構成する。  

  【０１６４】  

  研磨テーブル３はテーブルモータ６に連結されており、研磨テーブル３および研磨パ

ッド２を一体に回転させるように構成されている。研磨ヘッド１は、研磨ヘッドシャフト１

１の端部に固定されており、研磨ヘッドシャフト１１は、ヘッドアーム１５に回転可能に

支持されている。ヘッドアーム１５は、支軸１６に回転可能に支持されている。  

  【０１６５】  

  ウェーハＷは次のようにして研磨される。研磨テーブル３および研磨ヘッド１を図２４

の矢印で示す方向に回転させながら、スラリー供給ノズル５からスラリーが研磨テー

ブル３上の研磨パッド２の研磨面２ａに供給される。ウェーハＷは研磨ヘッド１によって

回転されながら、研磨パッド２とウェーハＷとの間にスラリーが存在した状態で研磨ヘ

ッド１によって研磨パッド２の研磨面２ａに押し付けられる。ウェーハＷの表面は、スラ

リーの化学的作用と、スラリーに含まれる砥粒による機械的作用により研磨される。  

  【０１６６】  

  研磨装置は、研磨ヘッド１、研磨テーブル３、およびスラリー供給ノズル５の動作を

制御する動作制御部９をさらに備えている。動作制御部９は少なくとも１台のコンピュ

ータから構成される。  

  【０１６７】 
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  次に、研磨ヘッド１について説明する。図２５は、研磨ヘッド１を示す断面図である。

研磨ヘッド１は、研磨ヘッドシャフト１１の端部に固定されたキャリア３１と、キャリア３１

の下部に取り付けられた弾性膜３４と、キャリア３１の下方に配置されたリテーナリン

グ３２とを備えている。リテーナリング３２は、弾性膜３４の周囲に配置されている。こ

のリテーナリング３２は、ウェーハＷの研磨中にウェーハＷが研磨ヘッド１から飛び出

さないようにするためにウェーハＷを保持する環状の構造体である。  

  【０１６８】  

  弾性膜３４は、ウェーハＷの上面に接触可能な接触面３５ａを有する接触部３５と、

接触部３５に接続された内壁部３６ａ，３６ｂ，３６ｃおよび外壁部３６ｄを備えている。接

触部３５は、ウェーハＷの上面と実質的に同じ大きさおよび同じ形状を有している。内

壁部３６ａ，３６ｂ，３６ｃおよび外壁部３６ｄは、同心状に配列された無端状の壁である。

外壁部３６ｄは内壁部３６ａ，３６ｂ，３６ｃの外側に位置しており、内壁部３６ａ，３６ｂ，３

６ｃを囲むように配置されている。本実施形態では、３つの内壁部３６ａ，３６ｂ，３６ｃが

設けられているが、本発明は本実施形態に限定されない。一実施形態では、１つまた

は２つの内壁部のみが設けられてもよく、あるいは４つ以上の内壁部が設けられても

よい。  

  【０１６９】  

  弾性膜３４とキャリア３１との間には、４つの圧力室２５Ａ，２５Ｂ，２５Ｃ，２５Ｄが設け

られている。圧力室２５Ａ，２５Ｂ，２５Ｃ，２５Ｄは、弾性膜３４の接触部３５、内壁部３６

ａ，３６ｂ，３６ｃ、および外壁部３６ｄによって形成されている。すなわち、圧力室２５Ａは

内壁部３６ａ内に位置し、圧力室２５Ｂは内壁部３６ａと内壁部３６ｂとの間に位置し、圧

力室２５Ｃは内壁部３６ｂと内壁部３６ｃとの間に位置し、圧力室２５Ｄは内壁部３６ｃと

外壁部３６ｄとの間に位置している。中央の圧力室２５Ａは円形であり、他の圧力室２

５Ｂ，２５Ｃ，２５Ｄは環状である。これらの圧力室２５Ａ，２５Ｂ，２５Ｃ，２５Ｄは、同心上

に配列されている。圧力室２５Ｂは圧力室２５Ａの外側に位置し、圧力室２５Ｃは圧力

室２５Ｂの外側に位置し、圧力室２５Ｄは圧力室２５Ｃの外側に位置している。  

  【０１７０】  

  圧力室２５Ａ，２５Ｂ，２５Ｃ，２５Ｄにはそれぞれ気体移送ラインＦ１，Ｆ２，Ｆ３，Ｆ４が

接続されている。気体移送ラインＦ１，Ｆ２，Ｆ３，Ｆ４の一端は、研磨装置が設置されて

いる工場に設けられたユーティリティ供給源としての圧縮気体供給源（図示せず）に

接続されている。圧縮空気等の圧縮気体は、気体移送ラインＦ１，Ｆ２，Ｆ３，Ｆ４を通じ

て圧力室２５Ａ，２５Ｂ，２５Ｃ，２５Ｄにそれぞれ供給されるようになっている。  

  【０１７１】  

  キャリア３１とリテーナリング３２との間には、環状のメンブレン（ローリングダイヤフラ

ム）３７が配置されおり、このメンブレン３７の内部には圧力室２５Ｅが形成されている。

圧力室２５Ｅは、気体移送ラインＦ５を介して上記圧縮気体供給源に連結されている。

圧縮気体は、気体移送ラインＦ５を通じて圧力室２５Ｅ内に供給され、圧力室２５Ｅはリ

テーナリング３２を研磨パッド２の研磨面２ａに対して押圧する。  

  【０１７２】  

  気体移送ラインＦ１，Ｆ２，Ｆ３，Ｆ４，Ｆ５は、研磨ヘッドシャフト１１に取り付けられたロ

ータリージョイント４０を経由して延びている。圧力室２５Ａ，２５Ｂ，２５Ｃ，２５Ｄ，２５Ｅ

に連通する気体移送ラインＦ１，Ｆ２，Ｆ３，Ｆ４，Ｆ５には、それぞれ圧力レギュレータＲ
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１，Ｒ２，Ｒ３，Ｒ４，Ｒ５が設けられている。圧縮気体供給源からの圧縮気体は、圧力

レギュレータＲ１～Ｒ５を通って圧力室２５Ａ～２５Ｅ内にそれぞれ独立に供給される。

圧力レギュレータＲ１～Ｒ５は、圧力室２５Ａ～２５Ｅ内の圧縮気体の圧力を調節する

ように構成されている。  

  【０１７３】  

  圧力レギュレータＲ１～Ｒ５は、圧力室２５Ａ～２５Ｅの内部圧力を互いに独立して変

化させることが可能であり、これにより、ウェーハＷの対応する４つの領域、すなわち、

中央部、内側中間部、外側中間部、およびエッジ部に対する研磨圧力、およびリテー

ナリング３２の研磨パッド２への押圧力を独立に調節することができる。気体移送ライ

ンＦ１，Ｆ２，Ｆ３，Ｆ４，Ｆ５は大気開放弁（図示せず）にもそれぞれ接続されており、圧

力室２５Ａ～２５Ｅを大気開放することも可能である。本実施形態では、弾性膜３４は、

４つの圧力室２５Ａ～２５Ｄを形成するが、一実施形態では、弾性膜３４は４つよりも少

ない、または４つよりも多い圧力室を形成してもよい。  

  【０１７４】  

  圧力レギュレータＲ１～Ｒ５は動作制御部９に接続されている。動作制御部９は、圧

力室２５Ａ～２５Ｅのそれぞれの目標圧力値を圧力レギュレータＲ１～Ｒ５に送り、圧力

レギュレータＲ１～Ｒ５は、圧力室２５Ａ～２５Ｅ内の圧力が対応する目標圧力値に維

持されるように動作する。  

  【０１７５】  

  研磨ヘッド１はウェーハＷの複数の領域に対して、独立した研磨圧力をそれぞれ加

えることができる。例えば、研磨ヘッド１は、ウェーハＷの表面の異なる領域を異なる

研磨圧力で研磨パッド２の研磨面２ａに対して押し付けることができる。したがって、研

磨ヘッド１は、ウェーハＷの膜厚プロファイルを制御して、目標とする膜厚プロファイル

を達成することができる。  

  【０１７６】  

  真空ラインＬ１，Ｌ２，Ｌ３，Ｌ４，Ｌ５は、気体移送ラインＦ１，Ｆ２，Ｆ３，Ｆ４，Ｆ５にそれ

ぞれ接続されている。真空ラインＬ１，Ｌ２，Ｌ３，Ｌ４，Ｌ５には、真空弁Ｖ１，Ｖ２，Ｖ３，Ｖ

４，Ｖ５がそれぞれ取り付けられている。真空弁Ｖ１，Ｖ２，Ｖ３，Ｖ４，Ｖ５は、電磁弁、

電動弁、またはエアオペレート弁などのアクチュエータ駆動型弁である。真空弁Ｖ１～

Ｖ５は動作制御部９に接続されており、真空弁Ｖ１～Ｖ５の動作は動作制御部９によっ

て制御される。真空ラインＬ１，Ｌ２，Ｌ３，Ｌ４，Ｌ５を開くと、対応する圧力室２５Ａ，２５

Ｂ，２５Ｃ，２５Ｄ，２５Ｅ内に真空が形成される。  

  【０１７７】  

  研磨ヘッド１がウェーハＷを保持するときは、弾性膜３４の接触部３５がウェーハＷ

に接触した状態で、真空弁Ｖ２，Ｖ３，Ｖ４を開き、圧力室２５Ｂ，２５Ｃ，２５Ｄ内に真空

を形成する。これら圧力室２５Ｂ，２５Ｃ，２５Ｄを形成する接触部３５の部位は上方に

窪み、研磨ヘッド１は弾性膜３４の吸盤効果によりウェーハＷを吸着することができる。

また、この圧力室２５Ｂ，２５Ｃ，２５Ｄに圧縮気体を供給して吸盤効果を解除すると、

研磨ヘッド１はウェーハＷをリリースすることができる。  

  【０１７８】  

  図２６は、図２４に示す研磨ヘッド１にウェーハを搬送する搬送装置の上面図である。

図２６に示すように、ウェーハＷは、搬送装置４４によって研磨ヘッド１に搬送される。
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研磨ヘッド１は、図２６の実線で示す研磨位置Ｐ１と点線で示す受け渡し位置Ｐ２との

間を移動可能とされている。より具体的には、ヘッドアーム１５が支軸１６を中心に回

転することで、研磨ヘッド１は研磨位置Ｐ１と受け渡し位置Ｐ２との間を移動することが

できる。研磨位置Ｐ１は、研磨パッド２の研磨面２ａの上方にあり、受け渡し位置Ｐ２は、

研磨面２ａの外側に位置している。  

  【０１７９】  

  搬送装置４４は、ウェーハＷが載置される搬送ステージ４５と、搬送ステージ４５を上

下動させる昇降装置４７と、搬送ステージ４５および昇降装置４７を一体に水平方向に

移動させる水平移動装置４９を備えている。研磨されるウェーハＷは、搬送ステージ４

５上に置かれ、搬送ステージ４５と共に水平移動装置４９によって受け渡し位置Ｐ２に

移動される。研磨ヘッド１が受け渡し位置Ｐ２にあるとき、昇降装置４７は搬送ステー

ジ４５を上昇させる。研磨ヘッド１は搬送ステージ４５上のウェーハＷを保持し、ウェー

ハＷと共に研磨位置Ｐ１に移動する。  

  【０１８０】 

  スラリー供給ノズル５は、回転する研磨パッド２の研磨面２ａにスラリーを供給し、そ

の一方で研磨ヘッド１は、ウェーハＷを回転させながら、ウェーハＷを研磨パッド２の

研磨面２ａに押し付け、ウェーハＷを研磨面２ａに摺接させる。ウェーハＷの下面は、

スラリーの化学的作用と、スラリーに含まれる砥粒の機械的作用により研磨される。  

  【０１８１】  

  ウェーハＷの研磨後、研磨ヘッド１はウェーハＷとともに受け渡し位置Ｐ２に移動す

る。そして、研磨されたウェーハＷを搬送ステージ４５に渡す。搬送ステージ４５は、ウ

ェーハＷを次工程に移動させる。受け渡し位置Ｐ２には、研磨ヘッド１に液体（例えば

純水などのリンス液）を供給して研磨ヘッド１を洗浄する洗浄ノズル５３が配置されて

いる。洗浄ノズル５３は、研磨ヘッド１を向いている。ウェーハＷをリリースした研磨ヘ

ッド１は、洗浄ノズル５３から供給される液体によって洗浄される。  

  【０１８２】  

  研磨ヘッド１の洗浄中、次に研磨されるウェーハは、搬送ステージ４５によって研磨

ヘッド１の下方の受け取り位置Ｐ２に移動される。研磨ヘッド１の洗浄が終わると、昇

降装置４７は、次のウェーハが載置された搬送ステージ４５を上昇させる。そして、洗

浄された研磨ヘッド１は、次のウェーハを保持し、研磨位置Ｐ１に移動する。このよう

にして、複数のウェーハが連続的に研磨される。  

  【０１８３】  

  しかしながら、研磨ヘッド１の洗浄中、次に研磨されるウェーハは研磨ヘッド１の下

方の受け取り位置Ｐ２に移動されるため、ウェーハの上面に液体が落下する。ウェー

ハの上面に存在する液体は、図５３を参照して説明したように、研磨ヘッド１が適切な

力をウェーハに加えることを妨げてしまう。１つの解決策は、研磨ヘッド１の洗浄が終

了した後に、次のウェーハを受け取り位置Ｐ２に移動させることである。しかしながら、

このような動作は研磨装置のスループットを低下させしてしまう。  

  【０１８４】  

  そこで、本実施形態では、次のようにしてウェーハの上面から液体を除去する。図２

７は、ウェーハの上面から液体を除去するときの研磨ヘッド１を示す模式図である。図

２７では、研磨ヘッド１の詳細な構成は省略されている。研磨されるウェーハＷを保持
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する前、研磨ヘッド１の中心側の圧力室２５Ａ，２５Ｂ，２５Ｃ内の圧力を、外側の圧力

室２５Ｄ内の圧力よりも高くする。より具体的には、動作制御部９は、圧力レギュレータ

Ｒ１，Ｒ２，Ｒ３（図２５参照）に指令を発して、圧力室２５Ａ，２５Ｂ，２５Ｃ内に圧縮気体

を供給し、その一方で、動作制御部９は、真空弁Ｖ４を開いて圧力室２５Ｄ内に真空を

形成する。  

  【０１８５】  

  一実施形態では、動作制御部９は、気体移送ラインＦ１，Ｆ２，Ｆ３に接続された大気 

開放弁（図示せず）を開いて、圧力室２５Ａ，２５Ｂ，２５Ｃ内を大気開放し、その一方 

で、動作制御部９は、真空弁Ｖ４を開いて圧力室２５Ｄ内に真空を形成してもよい。さ

らに、一実施形態では、動作制御部９は、圧力レギュレータＲ１，Ｒ２，Ｒ３（図２５参

照）に指令を発して、圧力室２５Ａ，２５Ｂ，２５Ｃ内に圧縮気体を供給し、その一方で、

動作制御部９は、気体移送ラインＦ４に接続された大気開放弁（図示せず）を開いて、

圧力室２５Ｄ内を大気開放してもよい。  

  【０１８６】  

  圧力室２５Ａ，２５Ｂ，２５Ｃ内の圧力と、圧力室２５Ｄ内の圧力との間の差は、弾性 

膜３４の接触部３５の中央部を膨らませ、接触部３５の中央部をウェーハＷに向かっ

て突出させる。接触部３５の中央部が突出した状態で、研磨ヘッド１はウェーハＷに

向かって下降し、弾性膜３４をウェーハＷの上面に接触させる。図２８に示すように、

弾性膜３４の中央部、すなわち接触部３５の中央部は、最初にウェーハＷの上面の中

央部に接触する。弾性膜３４は、ウェーハＷの上面に存在している液体Ｑを外側に押

し出す。  

  【０１８７】  

  さらに、研磨ヘッド１を下降させて、接触部３５の大部分をウェーハＷの上面に接触

させる。より詳細には、図２９に示すように、弾性膜３４の中央部がウェーハＷの上面

の中央部に接触している状態で、弾性膜３４の外周部、すなわち接触部３５の外周部

をウェーハＷの上面の外周部に接触させる。弾性膜３４は、ウェーハＷの上面に存在

している液体Ｑをさらに外側に押し出し、液体ＱをウェーハＷの上面から除去する。そ

の後、研磨ヘッド１の弾性膜３４は、ウェーハＷの下面を研磨面２ａ上のスラリーの存

在下で研磨面２ａに摺接させ、スラリーの化学的作用とスラリーに含まれる砥粒の機

械的作用により研磨する。  

  【０１８８】  

  このように、ウェーハＷの上面に存在する液体Ｑは、中央部が突出した弾性膜３４

によりウェーハＷの外側に移動され、ウェーハＷの上面から除去される。したがって、

研磨ヘッド１は、弾性膜３４とウェーハＷの上面との間に液体Ｑが実質的に存在しな

い状態で、ウェーハＷを保持することができる。結果として、圧力室２５Ａ，２５Ｂ，２５Ｃ，

２５Ｄを形成する弾性膜３４は、意図する力をウェーハＷに加えることができ、研磨ヘ

ッド１はウェーハＷの所望の膜厚プロファイルを達成することができる。  

  【０１８９】  

  弾性膜３４は柔軟であるため、圧力室２５Ａ，２５Ｂ，２５Ｃ内が低圧であっても、弾性

膜３４は容易に膨らみやすい。弾性膜３４の膨らみが大きすぎると、弾性膜３４がウェ

ーハＷを押し付けたときにウェーハＷに過剰な負荷が掛かるおそれがある。圧力レ

ギュレータＲ１，Ｒ２，Ｒ３により、圧力室２５Ａ，２５Ｂ，２５Ｃ内を低圧（例えば２５ｈＰａ以
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下）に維持することは可能であるが、目標とする低い圧力にまで下げるのに長い時間

がかかり、かつ圧力室２５Ａ，２５Ｂ，２５Ｃ内の圧力が安定しないことがある。  

  【０１９０】  

  そこで、一実施形態では、図３０に示すように、圧力レギュレータＲ１，Ｒ２，Ｒ３に代

えて、エアシリンダ４１と錘４２との組み合わせを使用して、圧縮気体を圧力室２５Ａ，２

５Ｂ，２５Ｃに送る。圧力室２５Ａ，２５Ｂ，２５Ｃは、気体移送ラインＦ１，Ｆ２，Ｆ３を介して

共通のエアシリンダ４１に連通している。エアシリンダ４１は、鉛直姿勢に配置されて

いる。研磨ヘッド１がウェーハＷを保持する前に、錘４２はエアシリンダ４１のピストン４

１Ａ上に置かれ、ピストン４１Ａを下方に押す。エアシリンダ４１内の気体は、圧力室２５

Ａ，２５Ｂ，２５Ｃ内に送り込まれるため、弾性膜３４の中央部が膨らむ。図２７に示す実

施形態と同様に、圧力室２５Ｄには真空が形成される。一実施形態では、動作制御部

９は、気体移送ラインＦ４に接続された大気開放弁（図示せず）を開いて、圧力室２５Ｄ

内を大気開放してもよい。  

  【０１９１】  

  弾性膜３４の膨らみは、エアシリンダ４１の直径とピストン４１Ａの行程距離で調整さ

れる。錘４２が軽すぎると弾性膜３４が膨らまずにピストン４１Ａが途中で止まってしま

うため、適切な速度でピストン４１Ａが低下する錘４２が使用される。本実施形態によ

れば、エアシリンダ４１と錘４２との組み合わせは、圧力室２５Ａ，２５Ｂ，２５Ｃ内の低

圧を安定して維持することができ、結果として、弾性膜３４の膨らみを適切に制御する

ことができる。  

  【０１９２】  

  図３１は、弾性膜３４の他の実施形態を示す模式図である。この実施形態では、内

壁部３６ａ，３６ｂ，３６ｃの縦方向の長さは、外壁部３６ｄの縦方向の長さよりも長く、内

壁部３６ａ，３６ｂ，３６ｃの下端は外壁部３６ｄの下端よりも低い位置にある。内壁部３６

ａ，３６ｂ，３６ｃと外壁部３６ｄとの縦方向の長さの違いは、弾性膜３４の接触部３５の中

央部をウェーハＷに向かって突出させる。  

  【０１９３】  

  図３２は、研磨ヘッド１の他の実施形態を示す模式図である。この実施形態では、キ

ャリア３１の下部は、内壁部３６ａ，３６ｂ，３６ｃが固定された第１面３１ａと、外壁部３６ｄ

が固定された第２面３１ｂを有している。第１面３１ａは第２面３１ｂよりも低い位置にあ

る。内壁部３６ａ，３６ｂ，３６ｃの下端は外壁部３６ｄの下端よりも低い位置にある。キャ

リア３１の第１面３１ａと第２面３１ｂとの高さの違いは、弾性膜３４の接触部３５の中央

部をウェーハＷに向かって突出させる。  

  【０１９４】  

  図３１および図３２に示す弾性膜３４は、図２７乃至図２９に示す実施形態と同様に、

ウェーハＷの上面に接触するときに、ウェーハＷの上面に存在している液体Ｑを外側

に押し出し、液体ＱをウェーハＷの上面から除去することができる。なお、図３１およ

び図３２に示す実施形態では、圧力室２５Ａ，２５Ｂ，２５Ｃ内の圧力と、圧力室２５Ｄ内

の圧力との間に差を設けなくてもよい。具体的には、圧力レギュレータＲ１，Ｒ２，Ｒ３，

Ｒ４は、圧力室２５Ａ，２５Ｂ，２５Ｃ，２５Ｄ内の圧縮気体の圧力を同じに維持してもよい。  

  【０１９５】  
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  次に、ウェーハＷの上面から液体を除去する方法の他の実施形態について、図３３

乃至図３６を参照して説明する。特に説明しない本実施形態の詳細は、上述した実施

形態と同じであるので、その重複する説明を省略する。  

  【０１９６】  

  図３３に示すように、研磨ヘッド１をウェーハＷの上面に向かって下降させる。ウェー

ハＷの上面には液体Ｑが存在している。図３４に示すように、弾性膜３４の接触部３５

をウェーハＷの上面上の液体Ｑに接触させ、さらに弾性膜３４の接触部３５をウェーハ

Ｗの上面に押し付ける。このとき、液体Ｑの一部は、ウェーハＷの上面からこぼれ落

ちる。  

  【０１９７】  

  図３５に示すように、外側に位置する圧力室２５Ｄから中心側に位置する圧力室２５

Ｂに向かう順序で（すなわち圧力室２５Ｄ，２５Ｃ，２５Ｂの順に）、圧力室２５Ｄ，２５Ｃ，

２５Ｂ内に真空を順次形成する。圧力室２５Ｄ，２５Ｃ，２５Ｂを構成する接触部３５の部

位は真空により上方に窪み、弾性膜３４とウェーハＷの上面との間に空間が形成され

る。ウェーハＷの上面上の液体Ｑは、これら空間内に順次流入し、ウェーハＷの外側

に向かう液体Ｑの流れが形成される。  

  【０１９８】  

  その後、研磨ヘッド１はウェーハＷを研磨パッド２の上方位置に運び、図３６に示す

ように、弾性膜３４でウェーハＷの下面を研磨パッド２の研磨面２ａに対して押し付け

る。このとき、動作制御部９は、圧力レギュレータＲ２，Ｒ３，Ｒ４に指令を発して、中心

側に位置する圧力室２５Ｂから外側に位置する圧力室２５Ｄに向かう順序で（すなわち

圧力室２５Ｂ，２５Ｃ，２５Ｄの順に）圧力室２５Ｂ，２５Ｃ，２５Ｄ内に圧縮気体を供給す

る。弾性膜３４とウェーハＷの上面との間の空間内に保持されていた液体Ｑは、弾性

膜３４の接触部３５に押されてウェーハＷの外側に移動し、ウェーハＷの上面から除

去される。  

  【０１９９】  

  その後、研磨ヘッド１の弾性膜３４は、ウェーハＷの下面を研磨面２ａ上のスラリー

の存在下で研磨面２ａに摺接させ、スラリーの化学的作用とスラリーに含まれる砥粒

の機械的作用により研磨する。  

  【０２００】  

  次に、ウェーハＷの上面から液体を除去する方法の他の実施形態について、図３７

乃至図３９を参照して説明する。特に説明しない本実施形態の詳細は、上述した実施

形態と同じであるので、その重複する説明を省略する。図３７は、図２６に示す搬送装

置４４の変形例を示す模式図である。特に説明しない本実施形態の詳細は、図２６に

示す実施形態と同じであるので、その重複する説明を省略する。  

  【０２０１】  

  図３７に示すように、搬送装置４４は、搬送ステージ４５を傾ける傾動装置５５を備え

ている。この傾動装置５５は、昇降装置４７に保持されており、搬送ステージ４５と一体

に上下動される。傾動装置５５は、水平に延びる支持軸５５ａと、支持軸５５ａを回転さ

せる回転装置５５ｂを有している。支持軸５５ａは、搬送ステージ４５に連結されており、

回転装置５５ｂは昇降装置４７に固定されている。回転装置５５ｂは、支持軸５５ａおよ
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び搬送ステージ４５を所定の角度だけ回転させることが可能に構成されている。回転

装置５５ｂは、サーボモータなどのアクチュエータ（図示せず）を備えている。  

  【０２０２】  

  搬送ステージ４５上のウェーハＷは、水平移動装置４９によって受け渡し位置Ｐ２に

移動される。研磨ヘッド１は、洗浄ノズル５３から供給される液体によって洗浄される。

研磨ヘッド１の洗浄に使用された液体は、搬送ステージ４５上のウェーハＷの上面に

落下する。図３８は、図３７に示す矢印Ａで示す方向から見た搬送装置４４の図である。

図３８に示すように、ウェーハＷの上面には液体Ｑが存在する。そこで、図３９に示す

ように、傾動装置５５は、ウェーハＷが研磨ヘッド１に保持される前に、搬送ステージ４

５およびウェーハＷを一体に傾ける。液体Ｑは、傾いたウェーハＷの上面からこぼれ

落ち、これにより液体ＱはウェーハＷの上面から除去される。  

  【０２０３】  

  液体ＱがウェーハＷの上面から除去された後、傾動装置５５はウェーハＷを再び水

平姿勢に戻す。その後、ウェーハＷは研磨ヘッド１に保持される。研磨ヘッド１はウェ

ーハＷを研磨パッド２の上方の研磨位置Ｐ１（図２６参照）に運び、弾性膜３４でウェー

ハＷの下面を研磨パッド２の研磨面２ａに対して押し付ける。研磨ヘッド１の弾性膜３

４は、ウェーハＷの下面を研磨面２ａ上のスラリーの存在下で研磨面２ａに摺接させ、

スラリーの化学的作用とスラリーに含まれる砥粒の機械的作用により研磨する。  

  【０２０４】  

  本実施形態によれば、ウェーハＷの上面から液体Ｑが除去された後に、ウェーハＷ

が研磨ヘッド１に保持される。したがって、ウェーハＷの上面と研磨ヘッド１の弾性膜

３４との間に液体Ｑが存在しなく、弾性膜３４は、意図する力をウェーハＷに加えること

ができ、研磨ヘッド１はウェーハＷの所望の膜厚プロファイルを達成することができる。  

  【０２０５】  

  図４０および図４１は、ウェーハＷの上面から液体を除去する方法のさらに他の実施

形態を説明する模式図である。特に説明しない本実施形態の詳細は、図２６に示す

実施形態と同じであるので、その重複する説明を省略する。  

  【０２０６】  

  図４０に示すように、搬送ステージ４５上のウェーハＷは、水平移動装置４９によって

受け渡し位置Ｐ２に移動される。研磨ヘッド１は、洗浄ノズル５３から供給される液体

によって洗浄される。研磨ヘッド１の洗浄に使用された液体は、搬送ステージ４５上の 

ウェーハＷの上面に落下する。  

  【０２０７】  

  図４１に示すように、ウェーハＷが研磨ヘッド１に保持される前に、水平移動装置４９

は搬送ステージ４５およびウェーハＷを水平方向に揺り動かす。ウェーハＷが揺り動

かされると、ウェーハＷの上面から液体Ｑがこぼれ落ち、これにより液体Ｑはウェーハ

Ｗの上面から除去される。一実施形態では、傾動装置５５により搬送ステージ４５およ

びウェーハＷを傾けた状態で、水平移動装置４９は搬送ステージ４５およびウェーハ

Ｗを水平方向に揺り動かしてもよい。さらに、一実施形態では、傾動装置５５は設けな

くてもよい。  

  【０２０８】  
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  液体ＱがウェーハＷの上面から除去された後、ウェーハＷは研磨ヘッド１に保持さ

れる。研磨ヘッド１はウェーハＷを研磨パッド２の上方の研磨位置Ｐ１（図２６参照）に

運び、弾性膜３４でウェーハＷの下面を研磨パッド２の研磨面２ａに対して押し付ける。

研磨ヘッド１の弾性膜３４は、ウェーハＷの下面を研磨面２ａ上のスラリーの存在下で

研磨面２ａに摺接させ、スラリーの化学的作用とスラリーに含まれる砥粒の機械的作

用により研磨する。  

  【０２０９】  

  本実施形態によれば、ウェーハＷの上面から液体Ｑが除去された後に、ウェーハＷ

が研磨ヘッド１に保持される。したがって、ウェーハＷの上面と研磨ヘッド１の弾性膜

３４との間に液体Ｑが存在しなく、弾性膜３４は、意図する力をウェーハＷに加えること

ができ、研磨ヘッド１はウェーハＷの所望の膜厚プロファイルを達成することができる。  

  【０２１０】  

  図４２は、ウェーハＷの上面から液体を除去する方法のさらに他の実施形態を説明

する模式図である。特に説明しない本実施形態の詳細は、図２６に示す実施形態と

同じであるので、その重複する説明を省略する。  

  【０２１１】  

  図４２に示すように、本実施形態の研磨装置は、受け渡し位置Ｐ２に配置された気

体噴流ノズル５７を備えている。気体噴流ノズル５７は、水平方向に対して傾いており、

受け渡し位置Ｐ２にある搬送ステージ４５の上部を向いて、すなわち搬送ステージ４５

の上のウェーハＷの上面を向いて配置されている。気体噴流ノズル５７は、図示しな

い圧縮気体供給源に連結されている。本実施形態では、複数の気体噴流ノズル５７

が設けられているが、一実施形態では、１つの気体噴流ノズル５７のみが設けられて

もよい。  

  【０２１２】  

  搬送ステージ４５上のウェーハＷは、水平移動装置４９によって受け渡し位置Ｐ２に

移動される。研磨ヘッド１は、洗浄ノズル５３から供給される液体によって洗浄される。

研磨ヘッド１の洗浄に使用された液体は、搬送ステージ４５上のウェーハＷの上面に

落下する。図４３に示すように、ウェーハＷが研磨ヘッド１に保持される前に、気体噴

流ノズル５７は、気体の噴流をウェーハＷの上面に送り、液体ＱをウェーハＷの上面

から除去する。  

  【０２１３】  

  液体ＱがウェーハＷの上面から除去された後、ウェーハＷは研磨ヘッド１に保持さ

れる。研磨ヘッド１はウェーハＷを研磨パッド２の上方の研磨位置Ｐ１（図２６参照）に

運び、弾性膜３４でウェーハＷの下面を研磨パッド２の研磨面２ａに対して押し付ける。

研磨ヘッド１の弾性膜３４は、ウェーハＷの下面を研磨面２ａ上のスラリーの存在下で

研磨面２ａに摺接させ、スラリーの化学的作用とスラリーに含まれる砥粒の機械的作

用により研磨する。  

  【０２１４】  

  本実施形態によれば、ウェーハＷの上面から液体Ｑが除去された後に、ウェーハＷ

が研磨ヘッド１に保持される。したがって、ウェーハＷの上面と研磨ヘッド１の弾性膜

３４との間に液体Ｑが存在しなく、弾性膜３４は、意図する力をウェーハＷに加えること

ができ、研磨ヘッド１はウェーハＷの所望の膜厚プロファイルを達成することができる。  
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  【０２１５】  

  図４４は、ウェーハＷの上面から液体を除去することができる弾性膜３４の一実施形

態を示す断面図である。図４４に示すように、弾性膜３４は、その内部に形成された液

体流路６０を有している。より具体的には、弾性膜３４の接触部３５は、接触面３５ａで

開口する複数の開口部６１と、複数の開口部６１に接続された横孔６２を有している。

弾性膜３４の接触面３５ａは、ウェーハＷの上面に接触される弾性膜３４の一面である。

開口部６１は、中心側に位置する圧力室２５Ａの下方に設けられ、他の圧力室２５Ｂ～

２５Ｄの下方には設けられていない。一実施形態では、開口部６１は、圧力室２５Ｂ～

２５Ｄの下方にも設けられてもよい。横孔６２は、接触部３５内を延びており、横孔６２

の外端は弾性膜３４の外側面３４ａで開口している。したがって、弾性膜３４の接触面

３５ａと外側面３４ａは、開口部６１および横孔６２から構成される液体流路６０によって

連通している。  

  【０２１６】  

  図４５に示すように、圧力室２５Ａ～２５Ｄ内に圧縮気体を供給して弾性膜３４を膨ら

ませ、弾性膜３４の接触面３５ａをウェーハＷの上面に押し付ける。ウェーハＷの上面

に存在する液体Ｑ（図４４参照）は、開口部６１から液体流路６０内に流入し、液体流

路６０を通って弾性膜３４の外部に流出する。結果として、液体ＱはウェーハＷの上面

から除去される。  

  【０２１７】 

  液体ＱがウェーハＷの上面から除去された後、ウェーハＷは研磨ヘッド１に保持さ

れる。研磨ヘッド１はウェーハＷを研磨パッド２の上方の研磨位置Ｐ１（図２６参照）に

運び、弾性膜３４でウェーハＷの下面を研磨パッド２の研磨面２ａに対して押し付ける。

研磨ヘッド１の弾性膜３４は、ウェーハＷの下面を研磨面２ａ上のスラリーの存在下で

研磨面２ａに摺接させ、スラリーの化学的作用とスラリーに含まれる砥粒の機械的作

用により研磨する。  

  【０２１８】  

  本実施形態によれば、研磨ヘッド１は、弾性膜３４とウェーハＷの上面との間に液体

Ｑが実質的に存在しない状態で、ウェーハＷを保持することができる。結果として、圧

力室２５Ａ，２５Ｂ，２５Ｃ，２５Ｄを形成する弾性膜３４は、意図する力をウェーハＷに加 

えることができ、研磨ヘッド１はウェーハＷの所望の膜厚プロファイルを達成すること

ができる。  

  【０２１９】  

  図４６は、ウェーハＷの上面から液体を除去することができる弾性膜３４の他の実施

形態を示す断面図である。特に説明しない本実施形態の詳細は、図４４および図４５

に示す実施形態と同じであるので、その重複する説明を省略する。図４６に示すよう

に、液体流路６０は、弾性膜３４に接続された吸引ライン７０に連通している。より具体

的には、横孔６２は、開口部６１および吸引ライン７０の両方に接続されている。横孔６

２の一端は開口部６１に接続され、横孔６２の他端は接続部３５の上面３５ｂ（接続部３

５の接触面３５ａとは反対側の面）で開口している。  

  【０２２０】  

  吸引ライン７０は、キャリア３１を貫通して延びており、吸引ライン７０の端部は接触

部３５の上面３５ｂに接続されている。吸引ライン７０は、液体流路６０に連通している
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が、圧力室２５Ａには連通していない。したがって、吸引ライン７０は、圧力室２５Ａ内に

真空を形成せずに、液体流路６０内に真空を形成することができる。  

  【０２２１】  

  図４７に示すように、圧力室２５Ａ～２５Ｄ内に圧縮気体を供給して弾性膜３４を膨ら

ませ、弾性膜３４の接触面３５ａをウェーハＷの上面に押し付けながら、吸引ライン７０

によって液体流路６０内に真空を形成する。ウェーハＷの上面に存在する液体Ｑ（図

４６参照）は、開口部６１から液体流路６０内に吸引され、ウェーハＷの上面から除去

される。  

  【０２２２】  

  図４８は、ウェーハＷの上面から液体を除去することができる弾性膜３４のさらに他

の実施形態を示す断面図である。特に説明しない本実施形態の詳細は、図４４およ

び図４５に示す実施形態と同じであるので、その重複する説明を省略する。図４８に

示すように、液体流路は、接触面３５ａに形成された複数の溝７５から構成されている。  

  【０２２３】  

  図４９は、図４８に示す弾性膜３４の底面図である。図４９に示すように、複数の溝７

５は同心円状に配列された環状溝である。ただし、溝７５の形状は本実施形態に限定

されない。例えば、溝７５は、互いに平行に配列された直線溝であってもよい。  

  【０２２４】  

  図５０に示すように、圧力室２５Ａ～２５Ｄ内に圧縮気体を供給して弾性膜３４を膨ら

ませ、弾性膜３４の接触面３５ａをウェーハＷの上面に押し付ける。ウェーハＷの上面

に存在する液体Ｑ（図４８参照）は、液体流路としての溝７５内に流入する。結果として、

液体Ｑは、ウェーハＷの上面から除去される。  

  【０２２５】  

  本実施形態では、溝７５に一旦流入した液体Ｑが溝７５から流出してしまうことを防ぐ

ため、接触部３５の内部での溝７５の幅は、接触面３５ａでの溝７５の幅よりも大きい。

すなわち、溝７５の入り口は狭く、溝７５の内部は広くなっている。このような断面形状

の溝７５は、その内部に液体Ｑを保持しやすい。ウェーハＷの上面に不規則に存在す

る液体を除去するため、溝７５は、弾性膜３４の接触面３５ａの全体に均一に分布して

もよい。  

  【０２２６】  

  図４４乃至図５０に示す弾性膜３４は、３Ｄプリンター（立体印刷機）を用いて作成す 

ることができる。  

  【０２２７】  

  上述した実施形態は、適宜組み合わせることができる。例えば、図２７乃至図２９に

示す実施形形態を、図３７乃至図３９に示す実施形態、または図４０および図４１に示

す実施形態、または図４２および図４３に示す実施形態に適用してもよい。  

  【０２２８】  

  上述した各実施形態に係る研磨ヘッド１は４つの圧力室２５Ａ，２５Ｂ，２５Ｃ，２５Ｄを

有しているが、本発明はこれらの実施形態に限定されない。ウェーハの上面から液体

を排除する上記実施形態は、４つよりも少ない圧力室を持つ研磨ヘッド、および４つよ

りも多い圧力室を持つ研磨ヘッドにも適用することができる。  

  【０２２９】  
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  上述した実施形態は、本発明が属する技術分野における通常の知識を有する者が

本発明を実施できることを目的として記載されたものである。上記実施形態の種々の

変形例は、当業者であれば当然になしうることであり、本発明の技術的思想は他の

実施形態にも適用しうる。したがって、本発明は、記載された実施形態に限定される

ことはなく、特許請求の範囲によって定義される技術的思想に従った最も広い範囲に

解釈されるものである。  

【０２３０】 

（第６～８の実施形態） 

 【０２３１】 

 特許文献１には、トップリングのメンブレンに基板を吸着保持して研磨し、

その後にメンブレンから基板をリリースする基板研磨装置が開示されている。

基板のリリースは、メンブレンを加圧し、メンブレンと基板の外周部に生じた

隙間に流体を噴射することによって行われる。 

 【０２３２】 

 メンブレンの加圧は、例えば電空レギュレータによる圧力制御が考えられる。

電空レギュレータは低圧になると制御精度や応答性が悪化するため、ある程度

大きな圧力でメンブレンを加圧することになる。 

 【０２３３】 

 近年、半導体プロセスの微細化および高積層化に伴い、半導体デバイスが形

成された基板は割れやすくなっている。そのため、基板のリリース時に電空レ

ギュレータなどによってメンブレンに大きな圧力を与えると、基板が大きなス

トレスを受けて割れてしまうことがある。 

 【０２３４】 

 第６～第８の実施形態はこのような問題点に鑑みてなされたものであり、第

６～第８の実施形態の課題は、吸着保持した基板を安全にリリースすることが

できる基板研磨装置および基板リリース方法を提供すること、また、そのよう

な基板研磨装置に接続し得る定量気体供給装置を提供することである。 

 【０２３５】 

 第６～８の実施形態によれば、以下の態様が提供される。 

 一態様によれば、トップリング本体と、前記トップリング本体と対向する第

１面と、前記第１面の反対側の面であって基板を吸着保持することが可能な第

２面と、を有する弾性膜と、前記トップリング本体と前記弾性膜の第１面との

間の空間に連通する第１ラインに設けられた第１バルブを介して前記空間を加

圧および減圧することが可能な圧力調整装置と、前記第１ラインに設けられた

第２バルブを介して前記空間に一定量の気体を供給することが可能な定量気体

供給装置と、を備える基板研磨装置が提供される。 

 【０２３６】 

 望ましくは、前記基板を前記弾性膜の第２面に吸着する時には、前記第２バ

ルブが閉じ、前記第１バルブが開き、前記圧力調整装置が前記空間を減圧し、

前記基板を研磨する時には、前記第２バルブが閉じ、前記第１バルブが開き、

前記圧力調整装置が前記空間を加圧し、前記基板を前記弾性膜の第２面からリ

リースする時には、前記第１バルブが閉じ、前記第２バルブが開き、前記定量
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気体供給装置が前記空間に一定量の気体を供給する。 

 【０２３７】 

 望ましくは、前記定量気体供給装置は、シリンダ内のピストンに連結された

錘が重力によって下方に移動することにより、前記ピストンの面積と前記ピス

トンのストロークに応じた一定量の気体を前記シリンダから前記空間に供給し

てもよい。 

 【０２３８】 

 具体的には、前記定量気体供給装置は、前記シリンダ、前記ピストンおよび

前記錘を有し、前記ピストンは、前記シリンダの内面と接して上下動可能であ

り、前記シリンダの内部は、前記ピストンによって下部空間と上部空間とに分

割され、前記シリンダには、前記下部空間に相当する位置に第１開口が設けら

れ、前記上部空間に相当する位置に第２開口および第３開口が設けられ、前記

第１開口には、前記第２バルブを介して前記第１ラインと接続される第２ライ

ンが接続され、前記第２開口には、第３ラインが接続され、前記第３開口には、

前記錘と前記ピストンとを連結するピストンロッドが貫通し、前記下部空間は、

前記第２ラインに設けられた第３バルブが開くことによって大気開放すること

が可能であり、前記上部空間は、前記第３ラインを介して減圧および大気開放

することが可能であってもよい。 

 【０２３９】 

 より具体的には、前記基板を前記弾性膜の第２面に吸着する時、及び、前記

基板を研磨する時には、前記上部空間は減圧され、かつ、前記下部空間は大気

開放され、前記基板を前記弾性膜の第２面からリリースする時には、前記上部

空間は大気開放され、前記第３バルブが閉じてもよい。 

 【０２４０】 

 また、望ましくは、前記定量気体供給装置は、チャンバ内に格納されたブラ

ダーを圧縮することにより、前記チャンバの体積に応じた一定量の気体を前記

ブラダーから前記空間に供給してもよい。 

 【０２４１】 

 具体的には、前記定量気体供給装置は、前記ブラダーおよび前記チャンバを

有し、前記チャンバには、第４開口および第５開口が設けられ、前記第４開口

は、前記第２バルブを介して前記第１ラインと前記ブラダーとを接続する第４

ラインが貫通しており、前記第５開口には、第５ラインが接続され、前記ブラ

ダーは、前記４ラインに設けられた第４バルブが開くことによって大気開放す

ることが可能であり、前記チャンバは、前記第５ラインを介して加圧および減

圧することが可能であってもよい。 

 【０２４２】 

 より具体的には、前記基板を前記弾性膜の第２面に吸着する時、及び、前記

基板を研磨する時には、前記チャンバは減圧され、前記ブラダーは大気開放さ

れ、前記基板を前記弾性膜の第２面からリリースする時には、前記チャンバは

加圧され、前記第４バルブが閉じてもよい。 

 【０２４３】 

 別の態様によれば、トップリングの弾性膜の第２面に吸着保持された基板を
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前記弾性膜からリリースする基板リリース方法であって、前記トップリングに

おけるトップリング本体と前記弾性膜の第１面との間の空間に一定量の気体を

供給して、前記弾性膜と前記基板との間に隙間を生じさせる気体供給工程と、

前記隙間に流体を噴射する流体噴射工程と、を備える、基板リリース方法が提

供される。 

 【０２４４】 

 前記気体供給工程では、シリンダ内のピストンに連結された錘を下方に移動

させることにより、前記ピストンの面積と前記ピンストンのストロークに応じ

た一定量の気体を前記シリンダから前記空間に供給してもよい。 

 【０２４５】 

 前記気体供給工程では、チャンバ内に格納されたブラダーを圧縮することに

より、前記チャンバの体積に応じた一定量の気体を前記ブラダーから前記空間

に供給してもよい。 

 【０２４６】 

 別の態様によれば、トップリング本体と、前記トップリング本体と対向する

第１面と、前記第１面の反対側の面であって基板を吸着保持することが可能な

第２面と、を有する弾性膜と、前記トップリング本体と前記弾性膜の第１面と

の間の空間に連通する第１ラインに設けられた第１バルブを介して前記空間を

加圧および減圧することが可能な圧力調整装置と、を備える基板保持装置に接

続される定量気体供給装置であって、前記第１ラインに設けられた第２バルブ

を介して前記空間に一定量の気体を供給することが可能な定量気体供給装置が

提供される。 

 【０２４７】 

 以下、第６～第８の実施形態について、図面を参照しながら具体的に説明す

る。 

 【０２４８】 

 （第６の実施形態） 

 図５４は、基板研磨装置を含む基板処理装置の概略上面図である。本基板処

理装置は、直径３００ｍｍあるいは４５０ｍｍの半導体ウエハ、フラットパネ

ル、ＣＭＯＳ（Complementary Metal Oxide Semiconductor）やＣＣＤ（Charg

e Coupled Device）などのイメージセンサ、ＭＲＡＭ（Magnetoresistive Ran

dom Access Memory）における磁性膜の製造工 

程などにおいて、種々の基板を処理するものである。 

 【０２４９】 

 基板処理装置は、略矩形状のハウジング１００と、多数の基板をストックす

る基板カセットが載置されるロードポート２００と、１または複数（図５４に

示す態様では４つ）の基板研磨装置３００と、１または複数（図５４に示す態

様では２つ）の基板洗浄装置４００と、基板乾燥装置５００と、搬送機構６０

０ａ～６００ｄと、制御部７００とを備えている。 

 【０２５０】 

 ロードポート２００は、ハウジング１００に隣接して配置されている。ロー

ドポート２００には、オープンカセット、ＳＭＩＦ（Standard Mechanical In
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terface）ポッド、又はＦＯＵＰ（Front Opening Unified Pod）を搭載するこ

とができる。ＳＭＩＦポッド、 

ＦＯＵＰは、内部に基板カセットを収納し、隔壁で覆うことにより、外部空間

とは独立した環境を保つことができる密閉容器である。 

 【０２５１】 

 基板を研磨する基板研磨装置３００、研磨後の基板を洗浄する基板洗浄装置

４００、洗浄後の基板を乾燥させる基板乾燥装置５００は、ハウジング１００

内に収容されている。基板研磨装置３００は、基板処理装置の長手方向に沿っ

て配列され、基板洗浄装置４００および基板乾燥装置５００も基板処理装置の

長手方向に沿って配列されている。 

 【０２５２】 

 ロードポート２００、ロードポート２００側に位置する基板研磨装置３００

および基板乾燥装置５００に囲まれた領域には、搬送機構６００ａが配置され

ている。また、基板研磨装置３００ならびに基板洗浄装置４００および基板乾

燥装置５００と平行に、搬送機構６００ｂが配置されている。 

 【０２５３】 

 搬送機構６００ａは、研磨前の基板をロードポート２００から受け取って搬

送機構６００ｂに受け渡したり、乾燥後の基板を基板乾燥装置５００から受け

取ったりする。 

 【０２５４】 

 搬送機構６００ｂは、例えばリニアトランスポータであり、搬送機構６００

ａから受け取った研磨前の基板を基板研磨装置３００に受け渡す。後述するよ

うに、基板研磨装置３００におけるトップリング（不図示）は真空吸着により

搬送機構６００ｂから基板を受け取る。また、基板研磨装置３００は研磨後の

基板を搬送機構６００ｂにリリースし、その基板は基板洗浄装置４００に受け

渡される。 

 【０２５５】 

 さらに、２つの基板洗浄装置４００間に、これら基板洗浄装置４００間で基

板の受け渡しを行う搬送機構６００ｃが配置されている。また、基板洗浄装置

４００と基板乾燥装置５００との間に、これら基板洗浄装置４００と基板乾燥

装置５００間で基板の受け渡しを行う搬送機構６００ｄが配置されている。 

 【０２５６】 

 制御部７００は基板処理装置の各機器の動きを制御するものであり、ハウジ

ング１００の内部に配置されてもよいし、ハウジング１００の外部に配置され

てもよいし、基板研磨装置３００、基板洗浄装置４００および基板乾燥装置５

００のそれぞれに設けられてもよい。 

 【０２５７】 

 図５５および図５６は、それぞれ基板研磨装置３００の概略斜視図およびト

ップリング１周辺部の概略断面図である。基板研磨装置３００は基板を保持す

るトップリング１（基板保持装置）を有する。図５６に示すように、トップリ

ング本体１１（キャリアあるいはベースプレートともいう）、円環状のリテー

ナリング１２、トップリング本体１１の下方かつリテーナリング１２の内側に
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取り付け可能な可撓性のメンブレン１３（弾性膜）、トップリング本体１１と

リテーナリング１２との間に設けられたエアバッグ１４、圧力調整装置１５、

定量気体供給装置１６、制御装置１７などから構成される。なお、圧力調整装

置１５、定量気体供給装置１６および／または制御装置１７は、トップリング

１を構成するものであってもよいし、トップリング１とは別個の装置であって

もよい。 

 【０２５８】 

 リテーナリング１２はトップリング本体１１の外周部に設けられる。保持さ

れた基板Ｗの周縁はリテーナリング１２に囲まれることとなり、研磨中に基板

Ｗがトップリング１から飛び出さないようになっている。なお、リテーナリン

グ１２は１つの部材であってもよいし、内側リングおよびその外側に設けられ

た外側リングからなる２重リング構成であってもよい。後者の場合、外側リン

グをトップリング本体１１に固定し、内側リングとトップリング本体１１との

間にエアバッグ１４を設けてもよい。 

 【０２５９】 

 メンブレン１３はトップリング本体１１と対向して設けられる。具体的には、

メンブレン１３の上面がトップリング本体１１と対向しており、トップリング

本体１１との間に空間Ｓが形成される。そして、空間Ｓを減圧して負圧にする

ことで、メンブレン１３の下面が基板Ｗの上面を保持できる。さらにリテーナ

リングは上下に複数の部材で構成した多層リング構成であってもよい。 

 【０２６０】 

 エアバッグ１４はトップリング本体１１とリテーナリング１２との間に設け

られる。エアバッグ１４により、リテーナリング１２はトップリング本体１１

に対して鉛直方向に相対移動できる。 

 【０２６１】 

 圧力調整装置１５は一端が空間Ｓに連通するライン（配管）Ｌ１に接続され

る。より具体的には、ラインＬ１にはバルブＶ１が設けられており、バルブＶ

１の上流側（空間Ｓとは反対側）に圧力調整装置１５が配置される。 

 【０２６２】 

 定量気体供給装置１６はラインＬ１に接続される。より具体的には、ライン

Ｌ１にはバルブＶ２が設けられており、バルブＶ２の上流側（空間Ｓとは反対

側）に定量気体供給装置１６が配置される。 

 【０２６３】 

 言い換えると、ラインＬ１は、一端が空間Ｓに連通し、他端は分岐している。

そして、分岐した一方はバルブＶ１を介して圧力調整装置１５に接続され、分

岐した他方はバルブＶ２を介して定量気体供給装置１６に接続される。このよ

うにして、空間Ｓは、バルブＶ１を介して圧力調整装置１５と接続され、バル

ブＶ２を介して定量気体供給装置１６と接続されている。 

 【０２６４】 

 バルブＶ１が開き、バルブＶ２が閉じると、圧力調整装置１５は、空間Ｓに

流体（気体）を供給して加圧したり、真空引きして減圧したり、大気開放した

りして、空間Ｓの圧力を調整できる。一方、バルブＶ２が開き、バルブＶ１が
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閉じると、定量気体供給装置１６は空間Ｓに一定量の流体（気体）を供給でき

る。後述するが、この定量気体供給装置１６を設けることが本実施形態の特徴

の１つである。定量気体供給装置１６の具体的な構成例は第７および第８の実

施形態で述べる。 

 【０２６５】 

 制御装置１７はトップリング１の各部の制御、例えばバルブＶ１，Ｖ２の開

閉、圧力調整装置１５、定量気体供給装置１６の制御などを行う。 

 【０２６６】 

 また、基板研磨装置３００は、下部にトップリング１が連結されたトップリ

ングシャフト２と、研磨パッド３ａを有する研磨テーブル３と、研磨液を研磨

パッド３a 上に供給す 

るノズル４と、トップリングアーム５と、支持軸６とを有する。 

 【０２６７】 

 図５５において、トップリングシャフト２の下端はトップリング１の上面中

央に連結されている。不図示の昇降機構がトップリングシャフト２を昇降させ

ることで、トップリング１に保持された基板Ｗの下面が研磨パッド３ａに接触

したり離れたりする。また、不図示のモータがトップリングシャフト２を回転

させることでトップリング１が回転し、これによって保持された基板Ｗも回転

する。 

 【０２６８】 

 研磨テーブル３の上面には研磨パッド３ａが設けられる。研磨テーブル３の

下面は回転軸に接続されており、研磨テーブル３は回転可能となっている。研

磨液がノズル４から供給され、研磨パッド３ａに基板Ｗの下面が接触した状態

で基板Ｗおよび研磨テーブル３が回転することで、基板Ｗが研磨される。 

 【０２６９】 

 図５６のトップリングアーム５は、一端にトップリングシャフト２が連結さ

れ、他端に支持軸６が連結される。不図示のモータが支持軸６を回転させるこ

とでトップリングアーム５が揺動し、トップリング１が研磨パッド３ａ上と、

基板受け渡し位置（不図示）との間を行き来する。 

 【０２７０】 

 続いて、図５４の搬送機構６００ｂから図５５および図５６のトップリング

１に基板Ｗを受け渡す際の動作、すなわち、基板Ｗをトップリング１に吸着さ

せる際の動作を説明する。基板Ｗをトップリング１に保持させる際、図５６の

バルブＶ１は開き、バルブＶ２は閉じている。よって、空間Ｓは、圧力調整装

置１５と接続され、定量気体供給装置１６とは切り離されている。 

 【０２７１】 

 図５７Ａ～図５７Ｃおよび図５８は、搬送機構６００ｂからトップリング１

への基板受け渡しを詳しく説明する図である。図５７Ａ～図５７Ｃは搬送機構

６００ｂおよびトップリング１を側方から見た概略断面図であり、図５８はこ

れらを上方から見た図である。 

 【０２７２】 

 図５７Ａに示すように、搬送機構６００ｂのハンド６０１上に基板Ｗが載置
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されている。また、基板Ｗの受け渡しには、リテーナリングステーション８０

０が用いられる。リテーナリングステーション８００は、トップリング１のリ

テーナリング１２を押し上げる押し上げピン８０１を有する。なお、リテーナ

リングステーション８００はリリースノズルを有してもよいが、ここでは図示

していない。 

 【０２７３】 

 図５８に示すように、ハンド６０１は基板Ｗの下面の外周側の一部を支持す

る。そして、押し上げピン８０１とハンド６０１とが互いに接触しないように

配置されている。 

 【０２７４】 

 図５７Ａに示す状態で、トップリング１が下降するとともに、搬送機構６０

０ｂが上昇する。トップリング１の下降により、押し上げピン８０１がリテー

ナリング１２を押し上げ、基板Ｗがメンブレン１３に接近する。さらに搬送機

構６００ｂが上昇すると、基板Ｗの上面がメンブレン１３の下面に接触する

（図５７Ｂ）。 

 【０２７５】 

 この状態で、圧力調整装置１５が空間Ｓを減圧して負圧にすることで、トッ

プリング１のメンブレン１３の下面に基板Ｗが吸着される。 

 【０２７６】 

 その後、搬送機構６００ｂのハンド６０１は下降する（図５７Ｃ）。 

 以上のようにしてメンブレン１３に吸着保持された基板Ｗは、支持軸６が回

転することによってトップリングアーム５が揺動し、研磨テーブル３の上方に

移動される。そして、トップリング１が下降することで基板Ｗが研磨パッド３

ａに接触する。この状態で、圧力調整装置１５が空間Ｓを加圧しつつ、トップ

リングシャフト２が回転することで、基板Ｗが研磨される。 

 【０２７７】 

 続いて、図５５および図５６のトップリング１から図５４の搬送機構６００

ｂに基板Ｗを受け渡す際の動作、すなわち、基板Ｗをトップリング１からリリ

ース（離脱）させる際の動作を説明する。基板リリースの際、図５６のバルブ

Ｖ１は閉じ、バルブＶ２は開いている。よって、空間Ｓは、定量気体供給装置

１６と接続され、圧力調整装置１５とは切り離されている。 

 【０２７８】 

 図５９Ａ～図５９Ｃおよび図６０は、トップリング１から搬送機構６００ｂ

への基板受け渡しを詳しく説明する図である。図５９Ａ～図５９Ｃは搬送機構

６００ｂおよびトップリング１を側方から見た概略断面図であり、図６０はト

ップリング１およびリテーナリングステーション８００を上方から見た図（た

だし、図５９Ａ～図５９Ｃにおける搬送機構６００ｂを省略）である。これら

の図に示すように、リテーナリングステーション８００は内側（基板Ｗ側）に

向かう例えば３つのリリースノズル８０２を有する。 【０２７９】 

 図５９Ａは基板Ｗがメンブレン１３に吸着された状態である。このとき、リ

リースノズル８０２から流体（リリースシャワー）は噴射されない。 

 【０２８０】 
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 図５９Ｂに示すように、トップリング１が下降するととともに、搬送機構６

００ｂが上昇する。これにより、搬送機構６００ｂのハンド６０１が基板Ｗの

下面に近づくが、両者は接触していない。また、押し上げピン８０１がリテー

ナリング１２を押し上げる。 

 【０２８１】 

 この状態で、定量気体供給装置１６は一定量の気体を空間Ｓに供給し、空間

Ｓを加圧する。これにより、メンブレン１３が膨らみ、メンブレン１３の下面

と基板Ｗの外周部との間に隙間が生じる。この隙間に向かって、リリースノズ

ル８０２からエアなどの流体を噴射する。これにより、基板Ｗはメンブレン１

３からリリースされ、ハンド６０１上に載置される。 

 【０２８２】 

 本実施形態では一定量の気体を空間Ｓに供給するため、メンブレン１３の膨

らみ量も一定となる。したがって、常に、リリースノズル８０２からの流体噴

射位置にメンブレン１３の下面と基板Ｗの外周部との間の隙間を生じさせるこ

とができる。したがって、当該隙間にリリースノズル８０２から確実に流体を

噴射でき、基板Ｗをメンブレン１３からリリースできる。 

 【０２８３】 

 リリースノズル８０２からの流体噴射位置に隙間が形成され、かつ、基板Ｗ

が割れることがない圧力（例えば１～１０ｈＰａ）が基板Ｗに与えられるよう、

定量気体供給装置１６から供給する気体の量を設定すればよい。また、メンブ

レン１３が膨らむことによって基板Ｗに与えられる圧力は相対的に低下するた

め、基板Ｗに作用するストレスは安定して低く保たれる。 

 【０２８４】 

 その後、図５９Ｃに示すように、基板Ｗが載置されたハンド６０１が下降す

るとともに、トップリング１が上昇する。 

 【０２８５】 

 このように、第６の実施形態では、基板Ｗを吸着したり研磨したりするため

の圧力調整装置１５ではなく、定量気体供給装置１６から一定量の気体を空間

Ｓに供給する。これにより、基板Ｗのリリース時に基板Ｗに加わるストレスを

小さくすることができる。結果として、メンブレン１３に吸着保持された基板

を安全にリリースできる。なお、従来の圧力調整装置では加圧時の最大圧力が

５００ｈＰａもしくは１、０００ｈＰａなので、１～１０ｈＰａの低圧に対応

することが困難である。そのため５０ｈＰａ以上の設定圧で加圧時間を短くす

ることでメンブレンの膨らみ過ぎを防止していた。 

 【０２８６】 

（第７の実施形態） 

 図６１は、第７の実施形態に係る定量気体供給装置１６を含む基板研磨装置

３００の概略構成を示す図である。この定量気体供給装置１６は、シリンダ２

１と、シリンダ２１のピストン２２に連結された錘２４とを有し、重力により

錘２４が下方に移動することによってシリンダ２１内の気体を空間Ｓに供給す

るものである。 

 【０２８７】 
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 具体的には、定量気体供給装置１６は、シリンダ２１と、ピストン２２と、

ピストンロッド２３と、錘２４と、真空発生源２５とを有する。 

 【０２８８】 

 シリンダ２１は円柱状に鉛直方向に延びており、内部は空洞になっている。

ピストン２２の外周はシリンダ２１の内面と接して上下動可能となっている。

ピストンロッド２３は鉛直方向に延びており、シリンダ２１の上面に設けられ

た開口Ｏ３を貫通している。そして、ピストンロッド２３の下端にピストン２

２が接続され、上端に錘２４が固定されている。 

 【０２８９】 

 ピストン２２によって、シリンダ２１の内部は下部空間Ａ１と上部空間Ａ２

とに分割されている。ピストン２２の外周がシリンダ２１の内面と接している

ため、下部空間Ａ１と上部空間Ａ２との間で気体が行き来することはほとんど

ない。 

 【０２９０】 

 シリンダ２１の下部空間Ａ１に相当する位置に開口Ｏ１が設けられる。この

開口Ｏ１にはラインＬ２が接続される。ラインＬ２はバルブＶ２を介してライ

ンＬ１と接続されている。また、ラインＬ２にはバルブＶ３が設けられ、バル

ブＶ３が開くことによって下部空間Ａ１を大気開放することが可能である。 

 【０２９１】 

 また、シリンダ２１の上部空間Ａ２に相当する位置に開口Ｏ２が設けられる。

この開口Ｏ２にはラインＬ３が接続される。ラインＬ３には真空発生源２５が

接続されており、ラインＬ３を介して上部空間Ａ２を減圧したり、大気開放し

たりできる。 

 なお、バルブＶ３および真空発生源２５は図５６の制御装置１７が制御する。 

 【０２９２】 

 図６２は、搬送機構６００ｂからトップリング１への基板受け渡しの際（図

５７Ａ～図５７Ｃおよび図５８）の基板研磨装置３００の動作状態を模式的に

示す図である。このとき、図５６のバルブＶ１は開き、バルブＶ２は閉じてい

る。よって、圧力調整装置１５が空間Ｓと接続され、定量気体供給装置１６は

空間Ｓとは切り離されている。 

 【０２９３】 

 定量気体供給装置１６は待機状態とされる。待機状態では、バルブＶ３が開

いており下部空間Ａ１は大気開放される。また、真空発生源２５は上部空間Ａ

２を減圧する（望ましくは真空にする）。これにより、ピストン２２（および

ピストンロッド２３および錘２４）が上昇した状態で保持される。 

 【０２９４】 

 そして、圧力調整装置１５が空間Ｓを減圧して負圧にすることで、トップリ

ング１のメンブレン１３の下面に基板Ｗが吸着される。 

 【０２９５】 

 図６３は、基板研磨時の基板研磨装置３００の動作状態を模式的に示す図で

ある。図６２と同様、図５６のバルブＶ１は開き、バルブＶ２は閉じており、

定量気体供給装置１６は待機状態となっている。そして、圧力調整装置１５が
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空間Ｓを加圧することで基板Ｗが図５５の研磨パッド３ａに押し付けられて研

磨される。 

 【０２９６】 

 図６４は、基板リリース時（図５９Ａ～図５９Ｃおよび図６０）の基板研磨

装置３００の動作状態を模式的に示す図である。図６２および図６３とは異な

り、図５６のバルブＶ１は閉じ、バルブＶ２は開いている。よって、定量気体

供給装置１６が空間Ｓとは接続され、圧力調整装置１５は空間Ｓとは切り離さ

れている。 

 【０２９７】 

 そして、定量気体供給装置１６のバルブＶ３が閉じ、かつ、ラインＬ３を介

して上部空間Ａ２は大気開放される。これにより、錘２４が自由落下し、これ

に伴ってピストン２２が下方に移動する。バルブＶ３が閉じられているため、

下部空間Ａ１内の気体はラインＬ２，Ｌ１を介して空間Ｓへ移動する。その結

果、メンブレン１３が下方に向かって膨らみ、メンブレン１３と基板Ｗの外周

部との間に隙間ｇが生じる。この隙間に流体を噴射することで、基板Ｗがメン

ブレン１３の下面からリリースされる。 

 【０２９８】 

 以上により、一定量（すなわち、ピストン２２の面積×ピストン２２の落下

距離（すなわち、ピストン２２のストローク））の気体を空間Ｓに供給できる。

なお、錘２４は、空間Ｓ内の圧力に抗して完全に落下する程度の重さを有する

にすればよい。 

 【０２９９】 

（第８の実施形態） 

 図６５は、第８の実施形態に係る定量気体供給装置１６を含む基板研磨装置

３００の概略構成を示す図である。この定量気体供給装置１６はブラダー（Bl

adder）３２を有し、ブラダー３２が圧縮されることでブラダー３２内の気体

を空間Ｓに供給するものである。 

 【０３００】 

 具体的には、定量気体供給装置１６は、チャンバ３１と、ブラダー３２と、

圧力調整手段３３とを有する。 

 【０３０１】 

 チャンバ３１は内部が一定体積を有する空洞となっている。ブラダー３２は

ゴムなど可撓性を有する材質で形成された風船状の容器であり、チャンバ３１

内に密封格納される。 

 【０３０２】 

 チャンバ３１には開口Ｏ４，５が設けられる。開口Ｏ４にはラインＬ４が貫

通している。ラインＬ４はバルブＶ２を介してラインＬ１とブラダー３２とを

接続している。また、ラインＬ４にはバルブＶ４が設けられ、バルブＶ４が開

くことによってブラダー３２を大気開放することが可能である。開口Ｏ５には

ラインＬ５が接続される。ラインＬ５には圧力調整手段３３が接続されており、

ラインＬ５を介してチャンバ３１を加圧したり減圧したりできる。なお、バル

ブＶ４および圧力調整手段３３は図５６の制御装置１７が制御する。 
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 【０３０３】 

 図６６は、搬送機構６００ｂからトップリング１への基板受け渡しの際（図

５７Ａ～図５７Ｃおよび図５８）の基板研磨装置３００の動作状態を模式的に

示す図である。このとき、図５６のバルブＶ１は開き、バルブＶ２は閉じてい

る。よって、圧力調整装置１５が空間Ｓと接続され、定量気体供給装置１６は

空間Ｓとは切り離されている。 

 【０３０４】 

 定量気体供給装置１６は待機状態とされる。待機状態では、バルブＶ４が開

いておりブラダー３２は大気開放される。また、圧力調整手段３３はラインＬ

５を介してチャンバ３１を減圧する（望ましくは真空にする）。これにより、

ブラダー３２はチャンバ３１とほぼ同体積まで膨らんだ状態で保持される。 

 【０３０５】 

 そして、圧力調整装置１５が空間Ｓを減圧して負圧にすることで、トップリ

ング１のメンブレン１３の下面に基板Ｗが吸着される。 

 【０３０６】 

 図６７は、基板研磨時の基板研磨装置３００の動作状態を模式的に示す図で

ある。図６６と同様、図５６のバルブＶ１は開き、バルブＶ２は閉じており、

定量気体供給装置１６は待機状態となっている。そして、圧力調整装置１５が

空間Ｓを加圧することで基板Ｗが図５５の研磨パッド３ａに押し付けられて研

磨される。 

 【０３０７】 

 図６８は、基板リリース時（図５９Ａ～図５９Ｃおよび図６０）の基板研磨

装置３００の動作状態を模式的に示す図である。図６６および図６７とは異な

り、図５６のバルブＶ１は閉じ、バルブＶ２は開いている。よって、定量気体

供給装置１６が空間Ｓとは接続され、圧力調整装置１５は空間Ｓとは切り離さ

れている。 

 【０３０８】 

 そして、定量気体供給装置１６のバルブＶ４が閉じ、かつ、圧力調整手段３

３はラインＬ５を介してチャンバ３１を加圧する。これにより、ブラダー３２

が圧縮される。バルブＶ４が閉じられているため、ブラダー３２内の気体はラ

インＬ４，Ｌ１を介して空間Ｓへ移動する。その結果、メンブレン１３が下方

に向かって膨らみ、メンブレン１３と基板Ｗの外周部との間に隙間ｇが生じる。 

 【０３０９】 

 以上により、一定量（すなわち、チャンバ３１の体積）の気体を空間Ｓに供

給できる。なお、ブラダー３２は、図６４～図６７に示した単純風船形状であ

ってもよいし、ベローズ形状などであってもよく、特に制限はない。 

 【０３１０】 

 上述した実施形態は、本発明が属する技術分野における通常の知識を有する

者が本発明を実施できることを目的として記載されたものである。上記実施形

態の種々の変形例は、当業者であれば当然になしうることであり、本発明の技

術的思想は他の実施形態にも適用しうることである。したがって、本発明は、

記載された実施形態に限定されることはなく、特許請求の範囲によって定義さ
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れる技術的思想に従った最も広い範囲とすべきである。 
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【書類名】特許請求の範囲 

【請求項１】 

 基板を吸着可能な面を有する弾性膜を取り付け可能なトップリング本体であ

って、前記弾性膜が取り付けられると、前記弾性膜と前記トップリング本体と

の間に複数のエリアが形成される、トップリング本体と、 

 前記複数のエリアのうちの第１エリアに連通する第１ラインと、 

 前記複数のエリアのうち前記第１エリアとは異なる第２エリアに連通する第

２ラインと、 

 前記第１ラインを介して流体を送り込むことにより前記第１エリアを加圧す

ることが可能であり、前記第２ラインを介して前記第２エリアを負圧にするこ

とが可能である圧力調整手段と、 

 前記第１エリアに送り込まれた流体の体積、または、前記第１エリアの圧力

に対応する測定値に基づいて、前記弾性膜に前記基板が吸着されているか否か

の判定を行う判定部と、を備え、 

 前記判定が行われる際、前記第１エリアからの排気は行われない、基板保持

装置。 

【請求項２】 

 前記判定部は、前記弾性膜に基板が吸着されていない場合に比べて、前記基

板が吸着されている場合、前記第１エリアに送り込まれる流体の体積が小さい

こと、あるいは、前記第１エリアの圧力が高いことを利用して、判定を行う、

請求項１に記載の基板保持装置。 

【請求項３】 

 前記圧力調整手段は、前記第１ラインを介して前記第１エリアに流体を送り

込む加圧機構を有し、 

 前記判定部は、前記第１エリアに流体を送り込む際に移動する前記加圧機構

の一部分を、前記第１エリアに送り込まれた流体の体積に対応する測定値とし

て検知する位置センサを有する、請求項１に記載の基板保持装置。 

【請求項４】 

 前記判定部は、前記第１エリアの圧力を測定する圧力計を有する、請求項１

に記載の基板保持装置。 

【請求項５】 

 前記圧力調整手段は、前記第１ラインを介して前記第１エリアに流体を送り

込む加圧機構を有し、 

 前記判定部は、 

  前記第１エリアに流体を送り込む際に移動する前記加圧機構の一部分を、

前記第１エリアに送り込まれた流体の体積に対応する測定値として検知する位

置センサと、 

  前記第１エリアの圧力を測定する圧力計と、を有する、請求項１に記載の

基板保持装置。 

【請求項６】 

 前記判定部は、 

  前記位置センサによる検知結果に基づいて、前記弾性膜に前記基板が吸着
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されていないことを判定し、 

  前記圧力計による測定結果に基づいて、前記弾性膜に前記基板が吸着され

ていることを判定する、請求項５に記載の基板保持装置。 

【請求項７】 

 前記加圧機構は、シリンダと、前記シリンダのピストンに連結された錘本体

と、を有し、 

 重力により前記錘本体が下方に移動することによって前記第１エリアに流体

を送り込む、請求項６に記載の基板保持装置。 

【請求項８】 

 前記ピストンは、前記シリンダの内面と接して上下動可能であり、 

 前記シリンダの内部は、前記ピストンによって、下部空間と上部空間とに分

割され、 前記シリンダには、 

  前記下部空間に設けられ、前記第１ラインと接続される第１開口と、 

  前記下部空間に設けられた第２開口と、 

  前記上部空間に設けられ、前記錘本体と前記ピストンとを連結するピスト

ンロッドが貫通する第３開口と、 

  前記上部空間に設けられた第４開口と、が設けられる、請求項７に記載の

基板保持装置。 

【請求項９】 

 前記判定が行われる際、前記第２開口は閉止され、前記第４開口は開放され、 

 前記判定が行われた後、前記第２開口は開放され、前記第４開口から前記上

部空間を吸引することで、前記錘を上昇させる、請求項８に記載の基板保持装

置。 

【請求項１０】 

 前記第１ラインは、前記シリンダの前記第１開口、および、前記弾性膜に吸

着された前記基板を研磨する際に前記第１エリアを加圧する研磨圧力制御部に

接続され、 

 前記第１ラインを介して、前記第１エリアを前記加圧機構の前記第１開口と

連通させるか、前記研磨圧力制御部とを連通させるか、を切り替える切替手段

が設けられる、請求項８に記載の基板保持装置。 

【請求項１１】 

 請求項１に記載の基板保持装置と、 

 前記基板保持装置に保持された前記基板を研磨するように構成された研磨テ

ーブルと、を備える基板研磨装置。 

【請求項１２】 

 基板保持装置におけるトップリング本体と弾性膜との間に形成された第２エ

リアを負圧にしつつ、前記トップリング本体と前記弾性膜との間に形成された、

前記第２エリアとは異なる第１エリアに流体を送り込むことによって前記第１

エリアを加圧し、 

 前記第１エリアに送り込まれた流体の体積、または、前記第１エリアの圧力

に対応する測定値に基づいて、前記弾性膜に前記基板が吸着されたか否かの判

定を行い、 
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 前記判定が行われる際、前記第１エリアから排気は行われない、基板保持装

置における基板吸着判定方法。 

【請求項１３】 

 搬送機構に保持された基板を基板保持装置に吸着させる工程と、 

 請求項１２に記載の基板吸着判定方法により、前記基板保持装置の弾性膜に

前記基板が吸着されたか否かの判定を行う工程と、 

 前記基板が吸着されたと判定された場合に、前記基板を研磨する工程と、を

備える基板研磨方法。 

【請求項１４】  

  弾性膜によって形成された中心側圧力室と外側圧力室を有する研磨ヘッドを用いて

ウェーハを研磨する方法であって、  

  前記弾性膜の中央部を前記ウェーハの上面の中央部に接触させ、その後、  

  前記弾性膜の外周部を前記ウェーハの上面の外周部に接触させることで、前記ウェ

ーハの上面から液体を除去し、  

  前記弾性膜で前記ウェーハの下面を研磨面に押し付けて、前記ウェーハの下面を

研磨する方法。  

【請求項１５】  

  前記中心側圧力室内の圧力を前記外側圧力室内の圧力よりも高くした状態で、前

記弾性膜の中央部をウェーハの上面の中央部に接触させる、請求項１４に記載の方

法。  

【請求項１６】  

  前記中心側圧力室は、エアシリンダに連通しており、エアシリンダのピストンには錘が

置かれている、請求項１５に記載の方法。  

【請求項１７】  

  弾性膜によって形成された中心側圧力室と外側圧力室を有する研磨ヘッドを用いて

ウェーハを研磨する方法であって、  

  前記弾性膜を前記ウェーハの上面に接触させ、その後、  

  前記外側圧力室、前記中心側圧力室の順に前記外側圧力室および前記中心側圧

力室内に真空を形成することで、前記ウェーハの上面に存在する液体を外側に移動

させ、その後、  

  前記弾性膜で前記ウェーハの下面を研磨面に押し付けて、前記ウェーハの上面から

液体を除去し、  

  前記研磨ヘッドで前記ウェーハの下面を前記研磨面に摺接させて、前記ウェーハの

下面を研磨する方法。  

【請求項１８】  

  前記中心側圧力室、前記外側圧力室の順に前記中心側圧力室および前記外側圧

力室内に圧縮気体を供給することで、前記弾性膜で前記ウェーハの下面を前記研磨

面に押し付けて、前記ウェーハの上面から液体を除去する、請求項１７に記載の方法。  

【請求項１９】  

  前記外側圧力室および前記中心側圧力室は、第１圧力室、第２圧力室、および第３

圧力室を少なくとも含み、前記第２圧力室は前記第１圧力室の外側に位置し、前記第

３圧力室は前記第２圧力室の外側に位置しており、  
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  前記第３圧力室、前記第２圧力室、前記第１圧力室の順に前記第３圧力室、前記第

２圧力室、前記第１圧力室内に真空を形成することで、前記ウェーハの上面に存在す

る液体を外側に移動させる、請求項１７に記載の方法。  

【請求項２０】  

  研磨ヘッドを用いてウェーハを研磨する方法であって、  

  搬送装置上の前記ウェーハの上面から液体を除去し、その後、  

  前記研磨ヘッドで前記搬送装置上の前記ウェーハを保持し、  

  前記研磨ヘッドで前記ウェーハの下面を研磨面に押し付けて、前記ウェーハの下面

を研磨する方法。  

【請求項２１】  

  前記搬送装置上の前記ウェーハの上面から液体を除去する工程は、前記搬送装置

により前記ウェーハを傾けることで前記ウェーハの上面から液体を除去する工程である、

請求項２０に記載の方法。  

【請求項２２】  

  前記搬送装置上の前記ウェーハの上面から液体を除去する工程は、前記搬送装置

により前記ウェーハを揺り動かすことで前記ウェーハの上面から液体を除去する工程

である、請求項２０に記載の方法。 

【請求項２３】  

  前記搬送装置上の前記ウェーハの上面から液体を除去する工程は、前記搬送装置

上の前記ウェーハの上面に気体の噴流を送ることで前記ウェーハの上面から液体を

除去する工程である、請求項２０に記載の方法。  

【請求項２４】  

  弾性膜を有する研磨ヘッドを用いてウェーハを研磨する方法であって、  

  前記弾性膜を前記ウェーハの上面に接触させ、  

  前記弾性膜に形成されている液体流路に前記ウェーハの上面に存在する液体を流

入させることで、前記ウェーハの上面から液体を除去し、その後、  

  前記弾性膜で前記ウェーハの下面を研磨面に押し付けて、前記ウェーハの下面を

研磨する方法。  

【請求項２５】  

  前記弾性膜は、前記ウェーハの上面に接触する接触面を有し、  

  前記液体流路は、前記接触面で開口する開口部と、前記開口部に接続され、かつ

前記弾性膜内を延びる横孔を有し、前記横孔は前記弾性膜の外側面で開口している、

請求項２４に記載の方法。  

【請求項２６】  

  前記液体流路に前記ウェーハの上面に存在する液体を流入させる工程は、前記液

体流路を通じて前記ウェーハの上面に存在する液体を吸引する工程であり、  

  前記液体流路は、前記弾性膜に接続された吸引ラインに連通している、請求項２４

に記載の方法。  

【請求項２７】  

  前記弾性膜は、前記ウェーハの上面に接触する接触面を有し、  

  前記液体流路は、前記接触面に形成された溝である、請求項２４に記載の方法。  

【請求項２８】  
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  前記弾性膜の内部での前記溝の幅は、前記接触面での前記溝の幅よりも大きい、

請求項２７に記載の方法。  

【請求項２９】  

  ウェーハを研磨面に押し付けるための弾性膜であって、  

  前記ウェーハに接触可能な接触面を有する接触部と、  

  前記接触部に接続された外壁部を備え、  

  前記接触部は、前記接触面で開口する開口部と、前記開口部に接続され、かつ前

記接触部内を延びる横孔を有している、弾性膜。  

【請求項３０】  

  前記横孔は、前記弾性膜の外側面で開口している、請求項２９に記載の弾性膜。  

【請求項３１】  

  前記横孔は、前記接触部の前記接触面とは反対側の面で開口している、請求項２９

に記載の弾性膜。  

【請求項３２】  

  ウェーハを研磨面に押し付けるための弾性膜であって、  

  前記ウェーハに接触可能な接触面を有する接触部と、  

  前記接触部に接続された外壁部を備え、  

  前記接触部は、前記接触面に形成された溝を有する、弾性膜。  

【請求項３３】  

  前記接触部の内部での前記溝の幅は、前記接触面での前記溝の幅よりも大きい、

請求項３２に記載の弾性膜。 

【請求項３４】 

 トップリング本体と、 

 前記トップリング本体と対向する第１面と、前記第１面の反対側の面であっ

て基板を吸着保持することが可能な第２面と、を有する弾性膜と、 

 前記トップリング本体と前記弾性膜の第１面との間の空間に連通する第１ラ

インに設けられた第１バルブを介して前記空間を加圧および減圧することが可

能な圧力調整装置と、 

 前記第１ラインに設けられた第２バルブを介して前記空間に一定量の気体を

供給することが可能な定量気体供給装置と、を備える基板研磨装置。 

【請求項３５】 

 前記基板を前記弾性膜の第２面に吸着する時には、前記第２バルブが閉じ、

前記第１バルブが開き、前記圧力調整装置が前記空間を減圧し、 

 前記基板を研磨する時には、前記第２バルブが閉じ、前記第１バルブが開き、

前記圧力調整装置が前記空間を加圧し、 

 前記基板を前記弾性膜の第２面からリリースする時には、前記第１バルブが

閉じ、前記第２バルブが開き、前記定量気体供給装置が前記空間に一定量の気

体を供給する、請求項３４に記載の基板研磨装置。 

【請求項３６】 

 前記定量気体供給装置は、シリンダ内のピストンに連結された錘が重力によ

って下方に移動することにより、前記ピストンの面積と前記ピストンのストロ

ークに応じた一定量の気体を前記シリンダから前記空間に供給する、請求項３
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４に記載の基板研磨装置。 

【請求項３７】 

 前記定量気体供給装置は、前記シリンダ、前記ピストンおよび前記錘を有し、 

 前記ピストンは、前記シリンダの内面と接して上下動可能であり、 

 前記シリンダの内部は、前記ピストンによって下部空間と上部空間とに分割

され、 

 前記シリンダには、前記下部空間に相当する位置に第１開口が設けられ、前

記上部空間に相当する位置に第２開口および第３開口が設けられ、 

 前記第１開口には、前記第２バルブを介して前記第１ラインと接続される第

２ラインが接続され、 

 前記第２開口には、第３ラインが接続され、 

 前記第３開口には、前記錘と前記ピストンとを連結するピストンロッドが貫

通し、 

 前記下部空間は、前記第２ラインに設けられた第３バルブが開くことによっ

て大気開放することが可能であり、 

 前記上部空間は、前記第３ラインを介して減圧および大気開放することが可

能である、請求項３６に記載の基板研磨装置。 

【請求項３８】 

 前記基板を前記弾性膜の第２面に吸着する時、及び、前記基板を研磨する時

には、前記上部空間は減圧され、かつ、前記下部空間は大気開放され、 

 前記基板を前記弾性膜の第２面からリリースする時には、前記上部空間は大

気開放され、前記第３バルブが閉じる、請求項３７に記載の基板研磨装置。 

【請求項３９】 

 前記定量気体供給装置は、チャンバ内に格納されたブラダーを圧縮すること

により、前記チャンバの体積に応じた一定量の気体を前記ブラダーから前記空

間に供給する、請求項３４に記載の基板研磨装置。 

【請求項４０】 

 前記定量気体供給装置は、前記ブラダーおよび前記チャンバを有し、 

 前記チャンバには、第４開口および第５開口が設けられ、 

 前記第４開口は、前記第２バルブを介して前記第１ラインと前記ブラダーと

を接続する第４ラインが貫通しており、 

 前記第５開口には、第５ラインが接続され、 

 前記ブラダーは、前記４ラインに設けられた第４バルブが開くことによって

大気開放することが可能であり、 

 前記チャンバは、前記第５ラインを介して加圧および減圧することが可能で

ある、請求項３９に記載の基板研磨装置。 

【請求項４１】 

 前記基板を前記弾性膜の第２面に吸着する時、及び、前記基板を研磨する時

には、前記チャンバは減圧され、前記ブラダーは大気開放され、 

 前記基板を前記弾性膜の第２面からリリースする時には、前記チャンバは加

圧され、前記第４バルブが閉じる、請求項４０に記載の基板研磨装置。 

【請求項４２】 
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 トップリングの弾性膜の第２面に吸着保持された基板を前記弾性膜からリリ

ースする基板リリース方法であって、 

 前記トップリングにおけるトップリング本体と前記弾性膜の第１面との間の

空間に一定量の気体を供給して、前記弾性膜と前記基板との間に隙間を生じさ

せる気体供給工程と、 

 前記隙間に流体を噴射する流体噴射工程と、を備える、基板リリース方法。 

【請求項４３】 

 前記気体供給工程では、シリンダ内のピストンに連結された錘を下方に移動

させることにより、前記ピストンの面積と前記ピストンのストロークに応じた

一定量の気体を前記シリンダから前記空間に供給する、請求項４２に記載の基

板リリース方法。 

【請求項４４】 

 前記気体供給工程では、チャンバ内に格納されたブラダーを圧縮することに

より、前記チャンバの体積に応じた一定量の気体を前記ブラダーから前記空間

に供給する、請求項４２に記載の基板リリース方法。 

【請求項４５】 

 トップリング本体と、 

 前記トップリング本体と対向する第１面と、前記第１面の反対側の面であっ

て基板を吸着保持することが可能な第２面と、を有する弾性膜と、 

 前記トップリング本体と前記弾性膜の第１面との間の空間に連通する第１ラ

インに設けられた第１バルブを介して前記空間を加圧および減圧することが可

能な圧力調整装置と、を備える基板保持装置に接続される定量気体供給装置で

あって、 

 前記第１ラインに設けられた第２バルブを介して前記空間に一定量の気体を

供給することが可能な定量気体供給装置。 

 

 


